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発刊にあたって

「自動車リサイクル法」外史

「自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）」は 2002 年に制定され、2005 年に
施行された。このリサイクルの責任を果たす組織として 2003 年に自動車リサイクル促進センターが指
定され、おかげさまで 10 年が経過した。これまで指定法人として大過なくやって来られたのも国、自
動車メーカーをはじめ関係各方面のご指導、ご支援の賜物と御礼を申し上げたい。10 年を一区切りと
して、「初心を忘れない」ためにも、あらためて、自動車リサイクル法が制定され今日に至るまでの背
景を振り返ることは意義あることだと思う。

本誌は自動車リサイクル法スタートから現在に至る 10 年の歩みを記載したものだが、発刊の辞に代
えて自動車リサイクル法が制定されるに至るまでの背景を考えてみたい。

1990 年代から 2000 年代にかけて「廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）」は頻繁に
改正される。当時、廃棄物全般において、その増大による埋め立て地のひっ迫が深刻な問題となる。従
来の焼却・埋め立てを中心とする処理・処分だけでは「適正処理」はいずれ立ちいかなくなる危険があっ
た。本来、「環境保全のための施設」である焼却場・埋め立て地において、焼却炉からのダイオキシン
の発生・産業廃棄物埋め立て地からの硫化水素の発生が、住民にとっては、これらの施設が「迷惑施設」
と映るようになった。このため、これらの立地確保が深刻になったのである。また、処理・処分の「不
適正処理」もたびたび報告されるようになる。ここから、処理・処分の下流対応から減量（発生抑制）・
再利用（再使用）・再資源化の上流対応が模索される。その頃、同じような問題に悩むドイツやスウェー
デンでは、廃棄物の上流対策として「拡大生産者責任」政策が提案されていた。

このような背景のもとに 2000 年「循環型社会形成推進法」が制定され、この実施法として各種の「リ
サイクル法」が制定され、のちに「自動車リサイクル法」もその一翼を担うことになる。しかし、一方
で、リサイクルの名のもとに廃棄物が不適正に処理されたり、折からの再資源市場の市況価格の低迷（い
わゆる、逆有償）のため、不法投棄も頻発していた。このような事態は使用済自動車を社会問題化して
いた。1991 年に兵庫県警によるシュレッダーダストの不法投棄の摘発、いわゆる「豊島事件」や路上、
河川敷や空き地等での放置自動車の増大である。

自治体にとって厄介なのは、処理・処分せざるをえないシュレッダーダストでも再資源化物と主張さ
れれば、手の打ちようがなく、その対処が遅れることであり、放置しているのではなく、留め置きをし
ていると主張されれば、これまた、打つ手がない。自治体の中には、これらの放置自動車を放棄自動車
と認定するための条例を制定している自治体もあったが、遅々としてその成果は上がらない状態であっ
た。当時は、シュレッダーダスト、エアバッグ、フロン類といった処理が困難なため逆有償となるだけ

公益財団法人 自動車リサイクル促進センター 理事長
郡嶌 孝

（同志社大学教授）
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ではなく、リサイクル可能な鉄スクラップそのものが市況によっては逆有償になり、いずれ「自治体
が使用済自動車を一般廃棄物として自治体の責任で処理処分する日も近い」と新聞で特集されることも
あった。行き場を失った自動車が安易に不適正処理や不法投棄へと流れる情勢が醸し出されていた。豊
島やいわき市における産業廃棄物の事件はたびたび国会で取り上げられ、付帯決議などが行われたが、
放棄自動車についての議論は本格的にはなされてこなかった。このような事態に業を煮やした政令都市
は大阪市を中心に、一方で、監視のためのパトロールの強化をするとともに、抜本的な対策をとるため
の研究会を開催していた。そこでは、放棄自動車の実態、放棄主体の解明等の把握に努め、そして、「一
時抹消」制度が制度の主旨に反して悪用されているのではないか、一時抹消をしてナンバープレートを
取り外し、車台番号を消す等によって、所有者を特定できないようにして放置しているという実態を解
明するに至った。この一時抹消の悪用への国の再考を求めて陳情も行っていた。自動車リサイクル法に
使用済自動車のリサイクルのみならず、既存の放棄自動車の撤去もそのフレームワークに含まれたのは
このような自治体の努力も実を結んだのではないかと考えられる。もしも、使用済自動車からでる資源
をリサイクルして、有効活用するのが、法の「正史」的意味を示すとすれば、放棄自動車の撤去は「外
史」的意味を持つのではないだろうか。

これからも我々役職員一同は「初心を忘れず」与えられた責任を果たしていくことをお誓いしてこの
小文の結びとしたい。
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巻 頭 言

このたび、公益財団法人自動車リサイクル促進センターが自動車リサイクル法に定める指定法人と
なってから、10 周年の節目を迎えられました。

この 10 年の間、自動車リサイクル法は、廃棄物問題の解決や有用な資源の再利用を促す上で、多大
な成果を挙げてまいりました。法制定時に比べて、不法投棄車両や放置車両は急速に減少し、自動車廃
棄物のリサイクル率は、目標を大きく上回る水準を維持しています。今や、我が国の自動車リサイクル
制度と技術は、各国からも注目される存在となっています。

この世界に誇るべき自動車リサイクルシステムの安定的な運営にあたっては、自動車ユーザーからお
預かりしたリサイクル料金の適正な管理や使用済自動車の適正処理に係る電子マニフェストの運用が円
滑に行われなければなりません。

我が国の産業をリードする自動車産業は、絶えざる進化を遂げています。それに伴い、新しい技術や
素材が次々と導入され、自動車リサイクルを取り巻く環境も変化を続けていくことでしょう。こうした
変化にも的確に対応し、自動車リサイクルシステムを将来にわたって、持続的・安定的に運営していか
なければなりません。

制度の根幹ともいうべき業務を担っておられる貴センターの役割の重要性は、これからも不変です。
関係者の皆様が、これまでの 10 年の確かな実績の上に、この先の 10 年も、世界に冠たる日本型循環型
社会を支える「屋台骨」として、一層のご発展をされることを祈念し、私からのお祝いの言葉とさせて
いただきます。

経済産業大臣
茂木 敏充
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自動車リサイクル促進センター指定法人化 10 周年記念に寄せて

公益財団法人自動車リサイクル促進センターが、自動車リサイクル法の資金管理法人、指定再資源化
機関、情報管理センターに指定されてから 10 周年を迎えられたことを心よりお慶び申し上げます。

使われなくなった自動車の再資源化を目的とする自動車リサイクル法は平成 14 年に制定され概ね順
調に機能しています。貴センターには、自動車リサイクル法の指定法人として、自動車所有者の方々か
らお預かりしたリサイクル料金の管理や、リサイクル実施情報の管理業務など、制度の中核的な役割を
担っていただいています。平成 24 年度末で、自動車リサイクル制度に預託されたリサイクル料金は約
8 千億円、台数で約 7 千万台と非常に大きく、これらの資金・情報の適正な管理・運用は、将来のリサ
イクルを確実なものとする上で極めて重要です。

また、貴センターには、離島地域の自動車を輸送する費用や、不法投棄された自動車を撤去する費用
を支援する、セーフティーネットとしての役割も担っていただいています。

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、数多くの被災自動車が発生し、中にはナンバープ
レート等の情報が判別できないものも数多くありました。これらの自動車の処理について、被災地の
早期復興のため、貴センターに迅速に支援を行っていただきました。その結果、平成 25 年 7 月現在で、
被災3県の約7万台の被災自動車のうち、約6万4千台がすでに処理され、着実な進捗が見られています。

この被災自動車の処理も含め、これまで自動車リサイクルが着実に行われてきているのは、貴センター
の貢献によるところが大きく、この場をお借りして、改めて感謝申し上げます。

さて、政府は、本年 5 月に「第 3 次循環型社会推進基本計画」を閣議決定致しました。この計画では、
有用金属の回収や、リデュース・リユースの取組強化など、循環の質の強化を進めることとしています。
自動車のリサイクルについても、今後、レアメタル・金等の有用資源の回収といったリサイクルの質の
高度化に加えて、次世代自動車の普及や環境に配慮した設計の進展など中長期的な変化への対応が求め
られるものと認識しています。貴センターには、引き続き、自動車リサイクル制度における重要な役割
を担っていただきたいと期待しております。

今後とも、循環型社会形成に向けて、一層の御理解と御協力をいただきますよう、よろしくお願い申
し上げます。

環境大臣
石原 伸晃
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寄 稿

自動車リサイクル促進センターの指定法人 10 周年に寄せて

自動車リサイクル法が施行され早くも 9 年を経過し、さらに自動車リサイクル促進センターが法律上
の指定法人として指定されて 10 周年を迎えられたことに対し、改めて御礼を申し上げます。

私が自動車課に在任したのは平成 13 年 1 月から平成 15 年 6 月までの 2 年半の期間であります。この
間、自動車リサイクル制度については産業構造審議会に自動車リサイクルワーキンググループを立ち上
げ、精力的に検討を行っていただきました。同審議会 WG においては平成 13 年 4 月に中間報告、同年
9 月には第 2 次報告を取りまとめていただきましたが、この報告に基づき自動車リサイクル法案を策定
し、平成 14 年 4 月に国会に提出、同年 7 月に法律が成立するに至ったものです。その後も法律の本格
施行である平成 17 年 1 月に向け制度の詳細についての検討を継続し、さらに平成 14 年 10 月からは中
央環境審議会との合同会議に場を移して検討を行いました。

自動車リサイクル制度の構築に当たって前提としたのは、不法投棄の防止、リサイクル・適正処理の
取組の持続可能性、3R の促進、そして既存システムを基本とした適正な競争原理の導入であったと記
憶しています。この 4 点を基本要素として我が国の自動車環境に適合したジャパンモデルとすることを
大きな目標としておりました。

特に、既存システムを基本とした適正な競争原理の導入という点については、多くの関係者が存在す
る中での適切な役割分担をどのように担保してシステムの円滑な運営を維持するかということが極めて
重要な課題であると認識していました。消費者は使用済自動車を適正な事業者に引渡すとともにリサイ
クル費用を負担する、販売事業者・整備事業者等は引き取った自動車を適正にリサイクルルートに乗せ
る、解体事業者・破砕事業者はリサイクル・適切処理を行い、環境負荷の発生を防止する、製造・輸入
事業者は引き取った ASR やエアバッグ、フロン類を適切に処理することを通じて自動車リサイクルの
最終的な責任を果たす。こうした役割分担を制度として位置付けることで、関係事業者による自動車の
リサイクルが、経済環境の変化に左右されることなく、持続的に維持・運用されるスキームの構築に重
点を置いたと記憶しております。

また、自動車リサイクル法に先立って制定・施行されたフロン回収・破壊法におけるカーエアコンへ
の適切な対応にも最大限の協力をお願いいたしました。さらに、フロン類、エアバッグ及び ASR のリ
サイクル処理の費用に充てられるリサイクル料金を自動車の所有者から事前に預託していただく方式を
採用したことで、自動車が廃車になるまでの間、預かった料金が安全・確実に管理運用され、適切にリ
サイクル処理に充当されることが制度の根幹を成すものであることから、当該料金の管理・運用、さら
に払い出しの透明性・公平性を如何に確実に担保するかが大きな課題でした。

経済産業事務次官
立岡 恒良

（元自動車課長）
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このように法律施行に向けての課題が山積している中で、相当の頻度で審議会を開催し精力的に対応
策を検討しましたが、関係者の方々の前向きな姿勢と緻密な検討内容に助けられたことが記憶に焼き付
いているところです。

現在、自動車リサイクル法が施行されてから早いものですでに 9 年目に入っておりますが、本制度は
大変円滑に運営されていると認識しております。この間、リーマンショックによる経済環境の変化、さ
らに東日本大震災による被災車両の大量発生など大きな問題も発生いたしましたが、自動車リサイクル
システムが円滑に機能していることは、本センターを中心に自動車に関係する幅広い分野の方々すべて
が、制度の趣旨、内容をご理解いただき、適切にご対応いただいた成果であり、改めて感謝申し上げる
次第です。

今後の我が国は人口の減少と少子高齢化の一層の進展などにより自動車を巡る環境も大きく変化して
いくものと思われますが、自動車リサイクルシステムはそうした環境変化に対し適時適切に対応し、安
定的に持続されていくことが必要であり、今後とも関係者の方々の一層のご理解・ご協力をお願いいた
しますとともに、制度の中核的な役割を担われている自動車リサイクル促進センターにおかれましては、
ますますその機能を充実され、円滑な制度運営にご貢献いただくことを祈念いたします。

6



寄 稿

公益財団法人自動車リサイクル促進センターが指定法人の機能を十分に発揮されて 10 年の大きな節
目を迎えられたことをお慶び申し上げます。

自動車リサイクル制度は、メーカー・輸入業者、販売店、処理業者、整備業者など数多くの方々にご
協力いただき成り立っていますが、中でもセンターが果たす役割には大きなものがあります。すなわち、
センターが行う使用済自動車の流通情報の管理、リサイクル料金の管理などは、制度の根幹に関わる業
務です。一方で、法律というのは大枠を定めたものであって、制度の運用の詳細まで規定してはおりま
せん。このため、制度立ち上げに当たっては、私ども行政も、センターの役職員の方々や、メーカー・
輸入業者の方々と一体となって、法律に従ってセンターが果たすべき機能の詳細の検討に精力を傾けた
ところです。

まず、使用済自動車の流通情報の管理については、実際にインターネットを通じて情報を入出力する
ことになる事業者の方々のご意見を伺いつつ、どのような仕組みであれば簡便に入出力できるか検討を
行いました。それまでのリサイクル制度では、モノの管理（いわゆるマニフェスト制度）は紙の伝票で行っ
ていましたが、本制度が初めて本格的に電子化に取り組むこととなりました。今にして思えば、インター
ネットが普及していなければ、このような仕組みは成立せず、その意味で自動車リサイクル制度は、ま
さにこの時代にこそ可能となったものでした。その上でメーカー・輸入業者と情報システム会社にシス
テムを開発していただきましたが、膨大なシステムであるため当初の予定通りには進まず、何度か開発
体制や開発の優先順位を修正せざるを得ませんでした。世界に冠たる日本の自動車メーカーが関わって
いる以上、間に合わないことはないと思っておりましたが、私自身の力は開発自体には何ら及ぶところ
はありません。制度立ち上げが近づき暮れの押し迫る中、休日出勤で最終テストを繰り返すシステムエ
ンジニアの方々への激励に、私も木村屋のあんパンを手土産に伺ったことも覚えておりますが、なんと
か施行期日に間に合わせていただきました。

リサイクル料金の収受・管理については、新車購入時の預託もさることながら、既に販売され、使用
されている約 7 千万台について、いかに円滑に収受を進めるかという課題がありました。この収受は整
備業者の方々を中心に車検場の協力も得て行いましたが、整備業者のご負担を軽減し、円滑に収受を進
めるために、自動車リサイクル券の発行や専用端末の設置などの工夫を凝らしました。特に自動車ユー
ザーの理解が得られなければ円滑な収受が進まないため、広報活動にも傾注しました。新聞・雑誌等へ
の数多くの出稿、テレビコマーシャルの放映などに加え、数多くの消費者団体の方々と意見交換を行い
ました。また、あらゆる機会を捉えて広報活動を行う観点から、様々な媒体に記事として取り上げてい
ただくとともに、あまり効果はなさそうでしたが、私の出身大学の同窓会報にも自動車リサイクルの仕
組みの紹介文を寄稿しました。また、お預かりするリサイクル料金の管理については、その安全な運用

近畿経済産業局 総務企画部長
宮本 昭彦

（元自動車課自動車リサイクル室長）
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管理の方法、払い出しの仕組みの構築など、これまでご縁のなかった金融資産の運用の専門家の方々に
もお会いし、ご意見も伺って、制度詳細の検討を行いました。さらに、いわゆる離島対策や不法投棄対
策のため、沖縄や長崎など実際の現場を何度も訪問し、離島の自治体、処理業者、海運会社など実情に
通じた方々のご意見も伺いました。

このような関係者のご協力の末、制度発足の日を迎えたわけですが、予定通り使用済自動車が販売店
や処理業者の方々を通じてリサイクルの仕組みに入ってくるのか、ユーザーに円滑に料金を支払ってい
ただけるのか、車検場でトラブルは発生しないのか、はたまた、情報システムが円滑に稼働を継続でき
るのか、など数多くの不安を抱えていました。連日、センターに関係者が集まり、関係部署とも連絡し
て電話会議を行いましたが、非常に緊迫した日々が続きました。実際にも情報システムへの入力に不慣
れな事業者の方々から、コールセンターへご質問の電話が数多く入電し、非常にかかりづらくなるなど、
当初は相当の混乱が生じたものの、日を追うごとに次第に落ち着き、使用済自動車が続々と本制度の下
で適正に処理されていくことが確認されました。その後も、制度発足による流通経路の変化などに対応
した使用済自動車の取引の適正化など様々な課題が発生しましたが、その都度必要な対応を図りました。

こうして私自身は制度の詳細設計から立ち上げ当初の 3 年半以上、関わったことになります。本制度
は、関係者のご尽力の結果、現在も円滑に運営されており、センターの役職員の皆様を始め、関係する
多くの方々に御礼申し上げる次第です。

とはいえ、本制度と表裏一体の関係にあるリサイクル部品の普及促進の課題や、低公害車や新型装備
の普及に伴う新たな課題なども発生しているのも事実です。センターにおかれましては、本制度におけ
る重責を引き続き果たされるとともに、今後発生する新たな課題にも果敢にご対応いただけることをご
期待申し上げます。
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寄 稿

自動車リサイクル制度の進展と課題について

自動車リサイクル法は、1990 年代半ばから整備が進められた一連の各種リサイクル法の中で最も新
しく誕生した制度であり、その仕組みに他の制度での課題や問題点への対策をしっかりと取り込み、使
用済自動車に係る廃棄物の適正処理及び資源の有効利用の取組を大きく前進させてきました。

再資源化に関しては、全てのメーカー等が順調に法律に基づく基準を達成し、使用済自動車全体では
実施率が重量比で約 99%（熱回収を含む）に上っています。また、本年 10 月には使用済自動車の引取
台数が累計で 3000 万台を突破するなど、質、量ともに、世界的にも類を見ない高いリサイクル実績を
達成しております。自動車の不法投棄・不適正保管の問題も法律制定前には大きな懸案でしたが、平成
16 年 9 月末に全国で約 22 万台あった不法投棄・不適正保管車両が、昨年度末では 7340 台と約 97% の
減少となり、法律に基づく離島対策や行政指導等による効果が現れているものと考えております。

こうした制度の根幹となる取組において、貴センターが指定法人として果たしてきた役割は極めて重
要でありまして、これまでのご尽力、ご功績に対し心から敬意を申し上げます。

このような着実な施行が進んでいる自動車リサイクル制度ですが、法施行以降にも、自動車リサイク
ルの一層の進展のための様々な取組がたゆみなく行われてきました。

平成 20 年 7 月からは、法律に基づく見直し規定を受け、中央環境審議会及び産業構造審議会におい
て自動車リサイクル制度の評価・検討が行われました。自動車リサイクル制度においては、初めての見
直しの検討となりましたが、関係者の皆様のご協力により 1 年半にもわたり熱心にご議論いただき、平
成22年1月に報告書をおまとめいただきました。この報告書では、幅広い課題と具体的な対策が示され、
現在でも施策の羅針盤となっています。

報告書を踏まえて、環境・経済産業両省、そしてメーカー等において様々な取組が進められましたが、
その中で、鉛蓄電池や発炎筒の収集・処理体制の構築についてご紹介したいと思います。

鉛蓄電池と発炎筒については回収スキームが一部未整備でしたが、メーカー・団体が中心となり、廃
棄物処理法の広域認定制度を活用した自主的な回収・処理の取組が、平成 24 年 7 月から鉛蓄電池で、
本年 1 月から発炎筒で始められました。いずれもセーフティネットとして自動車リサイクル制度の安定
化に寄与するものですが、これら 2 つの製品には使用済自動車から取り外された後の位置づけに大きな
違いがあります。鉛蓄電池が市場で有価取引されることがあるのに対し、通常、発炎筒は廃棄物として
取り扱われ、焼却処分されます。また、発炎筒は火薬を含み、破砕工程に流れた場合、破砕施設内での
火災発生リスクを高めるため、かねて課題となっていました。このように、特性としてエアバッグに近
く市場原理を用いた回収が難しい発炎筒に関して、法律の本格施行から 8 年越しで回収・処理する体制

環境省 廃棄物・リサイクル対策部 企画課リサイクル推進室 室長
庄子 真憲
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が関係者のご尽力の下で構築されたことは、大きな成果だと考えます。
こうした中で、自動車リサイクル制度を取り巻く特筆すべき変化として、近年の自動車リサイクルが

量から質の方向に向かっていることが挙げられます。平成 20 年のリーマン・ショックでは日本経済も
大きな打撃を受け、以後、平成 23 年まで使用済自動車の引取台数は減少を続けましたが、その過程に
おいて、解体・破砕業者による取組は、処理台数を確保することに加え、付加価値を生むリサイクルへ
展開しつつあると思います。例えば、リユース部品の利用促進や、自動車からのレアメタルの回収など
は、リサイクルの質を向上させ、付加価値を創り出す取組と言えます。このような流れは自動車だけの
ものではなく、携帯電話等の小型家電からの有用金属の回収・再資源化を図る「小型家電リサイクル法」
が本年 4 月から施行されるなど、新興国の需要増を背景にレアメタル等の資源価値に着目したリサイク
ルが進みつつあります。

このような状況の下、環境省では平成 23 年度から「自動車リサイクル連携高度化事業」と「鉄スクラッ
プの高度利用化実証事業」を実施しています。これらの取組は、有用資源の回収、リユース部品の利用、
使用済自動車由来鉄スクラップの自動車用高級鋼板への水平リサイクル等を推進し、解体・破砕業者に
よる付加価値を生む取組を支援するものです。

環境省としては、これらの事業を通じて、自動車リサイクルの質的な高度化を進めてまいります。ま
た、不適正解体・輸出への対応など制度の適正な実施のための対策の強化や、東日本大震災で発生した
多くの被災自動車について引き続きその処理を進めることも重要な課題です。

自動車リサイクル制度の更なる発展に向けて、関係各位におかれましては、引き続きのご支援とご協
力を賜りますようお願い申し上げます。
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寄 稿

まず、はじめに、このたび 10 年史に寄稿させていただく機会を賜りましたことに、深く感謝と御礼
を申し上げます。

アクセンチュアは、プロジェクトの立上期から参画させていただき、自動車リサイクルシステムの業
務プロセス設計、システム概念設計、ならびにユーザーテスト支援を主に担当いたしました。作業を実
施した2年9ヶ月、2002年4月から2005年1月の間には、実にたくさんの思い出があります。その中でも、
特に記憶に残る出来事をご紹介したいと思います。

〇一貫した現場主義
アクセンチュアを採用していただいた時、チームで掲げたことは「現場主義」でした。システム構築

の上流工程では、業務の実態と離れた仕様を作ってしまうリスクがつきまといます。これを回避し、地
に足の着いたシステム作りをするために、引取事業者、解体事業者、破砕事業者等、リサイクルの現場
にプロジェクトメンバー全員を送り込み、現場感覚、臨場感を持って設計をおこなうことをモットーと
しました。

プロジェクト終盤、ユーザーテスト支援の時期には、その頃、全国で展開されていた事業者説明会の
様子を見せて頂きました。日々のハードワークで疲れがたまりつつあったプロジェクトメンバーですが、
現場の緊張感を目の当たりにしたとたん活が入り、2005 年 1 月の施行まで、モティベーションを維持し、
作業を遂行することができたと思います。

〇こんなに構築費がかかるのか ?
ある日、今城さん（当時、自工会環境統括部長）と加藤さん（現、自工会環境委リ廃部会長）に呼び

止められました。会議室へ入るなり「それで、このシステムは一体、いくらかかるのか ?」というご質
問です。その時は、システム概念設計に着手して、まだ数か月。算出根拠となる十分な情報が出そろっ
ていません。「あくまで経験則ですが」とお断りしたうえで、「数億レベルではありません。十数億でも
ありません。数十億規模になると思います（その時お示しした具体的な数字は省略します・・・）。」と
申し上げたところ、お二人ともムムッと押し黙った後に一言。「冗談でしょ !」。

〇非常事態宣言
施行まで 1 年を切った 2004 年 4 月、プロジェクトの進捗遅延が解消されず、システム構築が間に合

わないリスクが高まりました。この時、作業に関わる、全てのステークホルダーに向け、「非常事態宣言」
が発令されました。アクセンチュアも緊急で体制を強化しました。

NPO法人 GEWEL 理事
本井 稚恵

（元アクセンチュア株式会社パートナー）
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関係者の多いプロジェクトほど、問題が発生すると、犯人捜しや、責任のなすり合いになりがちです。
それに対し「非常事態宣言」は、全員の注意を喚起し、リスクを共有し、そして一丸となって危機を乗
り切るという決意。リサイクルプロジェクトの真髄を感じた瞬間でした。関係者全員に、この心構え、
覚悟があったからこそ、2005 年 1 月に、無事、施行を迎えられたのだと思います。

〇事務局のハート
マルチクライアント、マルチベンダーでのプロジェクトは、時間の経過とともに、関係者の間が何と

なくギクシャクしてきます。
そのような状況のなかで、プロジェクトの事務局は、関係者のモティベーション維持とコミュニケー

ションの円滑化に、常に気を配ってくださいました。そのお心づかい、温かいハートに、アクセンチュ
アのメンバーは、なんども救われました。感謝の念に堪えません。

コンサルタントは、お客様に貢献できたと感じた時、社会に貢献できたと感じた時に、大きな喜びと
充実感を感じます。私は現在、アクセンチュアを退職し、NPO 法人 GEWEL（ジュエル）の理事を務
めておりますが、23 年間のアクセンチュア人生を振り返ると、私にとってもアクセンチュアにとっても、
このプロジェクトに参加させて頂いたことは、コンサルタント冥利に尽きるといっても決して過言では
ありません。アクセンチュアが、プロジェクトの一員であったことを、改めて誇りに思います。

最後になりますが、この大規模システムを、これまで運用された、貴財団をはじめとする関係者のみ
なさまのご尽力は大変なものだったと思います。そして、こんにちまでに蓄積された、ご経験とノウハ
ウをもって、これからの 10 年、20 年、将来にわたり、システムの安定した維持、管理が実現されます
ことを確信しております。
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寄 稿

自動車リサイクル促進センター（JARC）の創業期を振り返って

〇日比谷三信ビルのこと
2002 年の年末、当時カナダに駐在していた私のもとに、日本の上司から突然電話がかかって来まし

た。「日本で極めて重要な社会的プロジェクトが始まるので、早急に帰国するように」とのこと、カナ
ダでの仕事を大急ぎで整理し、年明け早々に帰国したところ、｢自動車リサイクル促進センター（JARC）
専務理事を命ず」との辞令。事情が良くわからぬままに、日比谷にある三信ビルに向かいました。昭和
5 年に建てられたこのビルはレトロ感漂う味わい深い歴史的名建築でしたが、その後の地域開発の波の
中で姿を消してしまいました。それはともかくとして、その三信ビルの三階にあった JARC の小さな
オフィスに ｢自動車リサイクル法対応準備室」が設置されており、数名のスタッフが、まもなく開始さ
れる自動車リサイクルシステムの開発準備に取り組んでいました。このグループの中に迎えられた瞬間
から、私の激動の 4 年間が始まりました。

〇壮大な歴史的プロジェクト
21 世紀の資源循環型社会構築のために使用済自動車（廃車）を適正に処理することを目的として「自

動車リサイクル法」が 2002 年 7 月に国会で成立し、その施行が 2005 年 1 月と決定していました。これ
に対応するために、自動車メーカーがシステム開発を担当することになりましたが、当時すでに登録済
みのクルマが約 7,000 万台、それに加えて今後新車として販売されるクルマが毎年約 350 万台、そのす
べてのクルマの一台一台に（言ってみれば）背番号をつけ、その生涯をシステムで追跡し、使用済みと
なった段階で適正に廃車処理されることを確認しようというわけですから、膨大な数のプログラム開発
が必要で、それにかかわるリソーシス（人と費用）は巨大なものでした。これを日本の自動車メーカー
が、自動車関連諸団体の協力を得て、担当することになりました。まさに自動車業界全体を巻き込んで
展開した壮大な歴史的プロジェクトであったと言えましょう。

〇 JARC の役割と組織編成
JARC は、リサイクル法施行後のシステム運用を任務としていましたが、施行に至る前段階での上記

システム開発と理解活動の全国展開に積極的に参画し、法施行に向けての体制つくりを進めました。法
施行に当たっては、リサイクル法に定める資金（リサイクル料金）管理に関わる業務、情報管理に関わ
る業務、再資源化支援に関わる業務という三つの法人機能を担う財団法人に指定されましたが、その職
員構成は自動車メーカー、輸入組合、販売店協会、整備事業者連合会、それに損保協会からの出向者と、

公益財団法人 自動車リサイクル促進センター 初代専務理事
中谷 義雄
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JARC 独自に採用したプロパー職員とからなる混成部隊で、とりわけ急増する業務に対応するためのプ
ロパー職員の採用は、スタート時の急務でした。そのために当時の事務局長は連日応募者のインタビュー
に忙殺される有様でした。幸いにも自動車リサイクルプロジェクトの社会的意義を理解した有能な若者
が数多く応募してくれ、その人達が 10 年後の現在、組織の中核として活躍しているのを見るのは嬉し
い限りです。

〇混成部隊を率いて
さて、JARC の組織運営上私が特に心掛けたことが二つあります。そのひとつは、組織としての一体

感の醸成です。先に触れましたとおり、JARC は自動車メーカー並びに業界団体からの出向者と直接採
用したプロパー職員との混成部隊であります。そのひとりひとりの出自、即ち背景をなす経験と知識が
全く異なっており、言ってみれば異文化の集合体であります。自動車メーカーからの出向者を例にとれ
ば、トヨタとホンダと日産とでは育ってきた企業文化（社風）が異なるため、課題解決のアプローチが
明らかに違いますし、プロパー採用職員についてはそれぞれがもっと異質の風土から集まってきた人達
です。このため、ひとつのことを会議で決めようとしても、異論が続出し、当初は時間ばかりかかって
なかなか結論に至らない、といった状態が続きました。しかし、時の経過とともに彼らは互いに相手の
言っていることの真意が次第に理解できるようになり、結局は、同一文化で育った人達で出来た組織よ
り、異文化集合体としての組織の方が高いパワーを発揮できることを証明してくれました。「何として
も自動車リサイクルの仕組みを日本社会に定着させる」という共通の強い使命感が、個々の文化の違い
を超えて、「JARC スピリット｣ とも言うべき一体感を生み出したものと思います。

〇高い倫理観の醸成
もうひとつ心を配ったことは、如何にして JARC 職員の倫理観を高め、それを維持するかという点

でした。ご存知の通り、JARC は自動車ユーザーの方々から 8 千億円を越えるリサイクル料金を長期に
わたってお預かりして、これを運用する役割を担っていますので、何よりも自動車ユーザーの方々から
信頼される組織であらねばなりません。そのためには私を含めた全役職員が常に高い倫理観（モラル）
を持って行動することが求められます。私は他の幹部職員との議論を通じて、「役職員行動規範」を定
めました。社会貢献と公益への寄与、法令順守、社会コストミニマムの追求、情報公開、ステークホル
ダーからの信頼と尊敬獲得、を私たちが心すべき規範としました。この「行動規範」はその後小さなカー
ドに印刷され、役職員の一人ひとりが常にこれを携行するようになり、先に述べた「JARC スピリット」
醸成の重要な基礎となりました。

〇コールセンターに問合せ殺到
さて、2 年間に及ぶ長くかつ短かった準備期間を経て、2005 年 1 月 1 日自動車リサイクル法の本格施

行がスタートしました。全体としては順調な立ち上がりであったと言えますが、想定外のトラブルが二
つ発生し、関係者がその対応に忙殺されました。そのひとつは、コールセンターへの問合せの集中です。
いざリサイクルの実務が始まると事業者の方々からの問合せがコールセンターに殺到、いくら電話をか
けてもつながらないとの苦情が続出しました。一日当りの問合せ件数が 8,000 件を超えるという凄まじ
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さで、オペレーターを次々と追加投入して、緊急対応に努めました。幸いにも、リサイクルの実務が事
業者の方々に徐々に定着し、コールセンターオペレーターの奮戦とも相まって、事態はやがて沈静化し
て行きました。

〇システム障害とその対応
立ち上がり直後に私たちを緊張させたもうひとつのトラブルはシステム障害の発生でした。たとえ小

さな障害であっても、膨大なリサイクルシステムの一部に不具合が発生すると、たちまち新車登録や車
検の実務がストップするだけに社会的影響は大きく、このため、私たちは発生する障害を如何に短期間
に修復するかに全力を挙げました。私を含めた主要責任者が、衛星回線を使ったウォーキートーキーの
ような巨大な携帯電話を常時携行し、連絡を取り合って発生するトラブルの早期修復に努めました。ま
さに 24 時間体制の緊迫した日々の連続でした。しかしこのトラブルもまた、時間の経過とともにシス
テムが安定化し、徐々に解消して行きました。

〇更なる飛躍を願って
結局私は、自動車リサイクル法の施行前 2 年、施行後 2 年の合計 4 年間このプロジェクトに携わり、

リサイクルシステムの全体が一応の安定飛行に移ったことを見届けて、2007 年半ばに次の世代にバト
ンタッチしました。激動の 4 年間でしたが、同時に緊張感と使命感に支えられた充実した 4 年間であっ
たと思っています。今日その JARC が、自動車リサイクル法の指定法人となって十周年を祝うに至っ
たことに、深い感慨を覚えます。私たちの JARC が、これを機に次の 10 年間の更なる飛躍に向けて、
引き続き挑戦を続けていくことを願っています。
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第１章
自動車リサイクル制度の立上げと財団の創設（～2004年）





特に②の規制強化は、不法投棄業者が香川県豊島に自動車由来のシュレッダーダストを始めとする約 68 万トン
もの産業廃棄物を不法投棄した未曾有の環境事件を発端としたもので、自動車リサイクル法の制定が急がれたきっ
かけでもある。

２．使用済自動車リサイクル・イニシアティブ
不法投棄による罰則、登録制度等の既存の法制度の存在もあり、当時の状況では使用済自動車等の逆有償化によっ

て不法投棄等が増加したという傾向は見られず、従来と同様、既存の処理ルートが機能していた。当時の通商産業
大臣の諮問機関であった産業構造審議会の廃棄物処理・再資源化部会（以下部会）廃自動車処理・再資源化小委員
会（以下小委員会）の中間報告（1996 年 4 月）においても、市場メカニズムに基づき既存の処理ルートを高度化
しつつ対応することが実効性が高いとの提言がなされており、以後、この中間報告を踏まえ、次のような基本的考
え方で対応を図ることの必要性が認識されていた。

①有害物質使用量の削減
②シュレッダーダストの減量化、自動車のリサイクル率の向上
③既存の処理ルートの高度化
④市場メカニズムの活用による処理の効率化
⑤関係者の役割の明確化

その後この問題への適切な対応を図っていくためには、小委員会の中間報告の内容を具体化するとともに、追加
的措置を講じていく必要があった。これらの対策は、使用済自動車に関連する種々の法規やガイドライン等から有
効なものを活用し、体系的に組み合わせて講ずるべきものであり、多岐にわたる関係者に対して一括して明示され
る必要があった。こうした観点から、使用済自動車の処理に関する諸問題を解決し、適正処理およびリサイクルを
促進するための関係者が実施しなければならない若しくは実施すべき事項が「使用済自動車リサイクル・イニシア
ティブ」として提示される運びとなった。

この構想の中で、使用済自動車、解体済み車体およびシュレッダーダスト等の処理の高度化等に関する技術開発
および技術支援等に関する情報、各地の一般的な処理費用や処理方法等の適正な処理費用への転嫁や処理の高度化
等に資する情報、および廃棄物処理法に基づく業許可取得の円滑化等に資する情報の収集・提供をより一層実効性、
透明性のあるものとし、技術開発成果の普及、関係者間の意思疎通および協力を促進し、適正処理およびリサイク
ルを促進するため、関係者は、多種多数の関係者が情報を共有できる体制を整備することが提言された。これが、
1997 年 12 月の産業構造審議会にて通商産業省（当時）より提案された統一的促進センター構想に繋がっていく。
本財団設立に向け具体的に踏み出した第一歩である。

３．自動車リサイクル法施行
循環型経済システムの構築には、不法投棄の防止、廃棄物の減量化、再資源化の促進が求められる。国外におけ

る取組みとして、欧州連合（以下 EU）においては 2000 年 10 月に、使用済自動車の処理・リサイクル方針を定め
た EU 指令が発効した。EU 指令では拡大生産者責任の原則に基づき、自動車メーカー等に使用済自動車そのもの
の回収義務を課したものである。

一方、わが国における自動車リサイクルで大きな問題になっていたのは、使用済自動車由来のシュレッダーダス
トである。また、運転席 ･ 助手席等に装備された各種エアバッグやプリテンショナー付シートベルト等、衝突の際
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に人身保護の機能を有するガス発生器（インフレーター部分）を安全に処理すること。そして、地球温暖化の原因
物質とされているフロンガスを大気放出せずに確実に破壊することも求められ、既存業者による取扱いがさほど進
んでいなかったこれらフロン類とエアバッグ類の引取りと、リサイクル・破壊の仕組みの構築が必要であった。前
述した 3 品目を適正に処理する仕組みが機能すれば、既存の自動車リサイクルの仕組みもまた適正に働くとする考
え方が、日本型の拡大生産者責任である。

これらの国内外の使用済自動車の処理に係る諸課題を背景に、自動車業界も積極的な自主取組みを行い、法体系
の整備も進めるなどの既存の枠組みの強化に加え、2002年 7月 12日に自動車リサイクル法が公布される運びとなっ
た。既存の自動車リサイクルのスキームを機能させつつ 3 品目の処理も適正に行うために、使用済自動車を処理す
る際に遵守すべきルールを明確化した同法は、ジャパンモデルとして世界に誇れる日本独自の自動車リサイクル法
である。この法律において、関係者の役割分担は次のように整理されている。

自動車リサイクル関係者の役割

関係者 役割

自動車所有者
リサイクル料金を負担する。（原則 ｢前払い方式｣ で運輸支局等における新車新規登録時までに預託をする）

使用済自動車を引取業者に引渡す。

自動車製造業者等 自ら製造または輸入した自動車の使用済みに際し発生する特定再資源化等物品を引取り、適正に処理する。

引取業者 自動車所有者から使用済自動車を引取り、フロン類回収業者（フロン類がある場合）または解体業者（フロ
ン類がない場合）に引渡す。

フロン類回収業者
フロン類を適正に回収し、フロン類を回収した使用済自動車を解体業者に引渡す。

回収したフロン類を自動車製造業者等に引渡す。

解体業者
エアバッグ類を適正に処理し、解体自動車を破砕業者に引渡す。

回収したエアバッグ類を自動車製造業者等に引渡す。

破砕業者 解体自動車の破砕やリサイクルを適正に行い、シュレッダーダストを自動車製造業者等に引渡す。

指
定
法
人
機
能

資金管理機能

自動車所有者から再資源化預託金等を収受する。

使用済自動車としてリサイクル処理されるまでの間、安全かつ確実な方法で再資源化預託金等を管理・運用
する。

使用済自動車として適正処理後、自動車製造業者等からの請求に基づきリサイクル料金を払渡す。また、預
託済自動車を海外に輸出後、日本国内でリサイクル処理を行わないものとして、所有者の請求に基づき再資
源化預託金等を払戻す。

情報管理機能 原則インターネットを通じて関連事業者から移動報告を受け、特定再資源化等物品のリサイクル処理状況を
管理する。

セーフティーネット機能

海上輸送費がかさむため、使用済自動車の引渡しに支障が生じる離島地域の海上輸送費および不法投棄され
た自動車の撤去費用に対し支援する。

事業規模が小さい自動車製造業者等が役割義務を果たすために、その委託を受けて使用済自動車の適正なリ
サイクル処理を行う。

自動車製造業者等が存在しない使用済自動車の適正なリサイクル処理を行う。
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全国説明会実施概要（2004 年～）

＃ 業種別 説明会 会場数 参加者数

1

指定整備事業者

指定整備事業者向け説明会 全国 57 会場 約 20,000 人

2 第 1回 日整連／自販連指導員向け講習会
全国 678 会場

約 300 人

3 第 1回 整備振興会ブロック別説明会 約 56,000 人

4

引取業者
自動車リサイクル法 第 3回全国説明会
（事業者登録／実務説明会 ) 全国 59 会場

約 41,000 人

フロン類回収業者 約 20,000 人

解体業者 約 13,000 人

5

引取業者

第 2回 日整連／自販連指導員向け講習会 全国 9会場 約 400 人

6 第 2回 整備振興会ブロック別説明会 全国 418 会場 約 34,000 人

7 自販連 自動車リサイクル法説明会 全国 26 会場 約 2,600 人

8 中販連 自動車リサイクル法説明会 全国 57 会場 約 55,000 人

9 第 1回 中古車ディーラー・モータース・
車体整備業者等向け説明会 全国 50 会場 約 11,000 人

10 第 2回 中古車ディーラー・モータース・
車体整備業者等向け説明会 全国 50 会場 約 8,000 人

11
解体業者

第 1回 解体業者向け説明会 全国 14 会場
（地区別）

約 7,500 人

12 第 2回 解体業者向け説明会 約 600 人

13 破砕業者 自動車リサイクル法 破砕業者への説明会 全国 8会場 約 1,900 人

14 並行輸入事業者向け説明会 全国 3会場 約 300 人

15 中古車輸出業者向け実務説明会 全国 5会場 約 1,400 人

16 リサイクル料金預託窓口業務説明会 全国 10 会場 約 600 人

17 自治体向け説明会 全国 8会場 約 1,800 人

２）広報活動
各種の媒体を活用した自動車リサイクル法のユーザー告知活動の目標として、自

動車リサイクル法施行を国民にあまねく認知していただくことで円滑な導入を推
進すること、そして自動車リサイクルを自分の関わる問題として共感・理解の深化
を図ることの 2 つを置いた。訴求対象として、自動車所有者や所有の意向がある
18 歳以上の男女向けに TV や新聞といった当時の主要な媒体を活用し、幅広い層
に伝達すること。その上で、当時特に環境意識の向上を目標としていた若年層（20
～ 30 代）男女に向けて、その年齢層を主な顧客とした媒体である雑誌やラジオを
活用して更なる周知を図る重層的なアプローチを用いた。

これに加え、インターネット広告やチラシ・リーフレット、ポスター、交通広告（吊
り広告、バスラッピング等）を活用した。さらに、自治体環境イベントやモーター
ショー、NHK 土曜フォーラムへの出演なども積極的に行った。これら 2004 年度
の自動車所有者・ユーザーへの理解普及活動には全体で 15 億円の費用を投じ、そ
の結果、年度末における自動車リサイクル制度に対する認知度は約 94％（インター
ネット調査）となった。

『理解普及活動』で活躍中の
自動車リサイクルのキャラクター

リサイクル博士
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第 1 章

広報施策概要（2004 年～）

媒体 内容 期間

広
告

TV CM

法施行時期 /料金のユーザー負担 11 ～ 12 月

リサイクル料金の使途 12 ～ 1月

リサイクル料金の支払い方法 1～ 2月

ラジオ CM 訴求点は TVと連動（AM3局、FM1局 約 500 本） 10 ～ 3月

新聞
法施行時期／リサイクル料金の必要性・ユーザー負担・支払いタイミング・中身 7月

リサイクル料金の支払い方法 12 月

雑誌
法施行時期／リサイクル料金のユーザー負担・支払いタイミング・中身／
自動車リサイクル法の必要性 10 ～ 11 月

リサイクル料金の支払い方法 1月

インターネット公告 自動車リサイクル法の告知と詳細ページへの誘導 10 ～ 11 月

チラシ
法施行の時期／リサイクル料金のユーザー負担・支払いタイミング・中身／
ユーザーの引渡し義務／自動車リサイクル法の必要性 7～ 9月

上記の詳細 10 ～ 3月

ポスター 法施行時期 /リサイクル料金のユーザー負担／自動車リサイクル法の必要性／
ユーザーの引渡し義務

9～ 12 月

1～ 3月

広
報

パブリシティ
プレスキット配布 7月

自治体広報、JAF メイト 10 ～ 12 月

自治体環境イベント 29 ヶ所出展（パネル、VTR） 7月～ 11 月

モーターショー 出展（パネル、VTR） 11 月

他
政府広報 内閣府ホームページにてQ&A形式で掲載 7月～ 12 月

自動車メーカー告知 新聞・雑誌等にぶらさがり告知 10 月～ 12 月
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設立趣意書

20 世紀の初頭、初の国産車が生産されて以来、すでに一世紀近い月日が流れ、今や自動車産業はわが国
の基幹産業として、国内外において大きな期待と責任を担ってきております。その間、その時代時代におい
て幾多の課題に直面し、交通安全対策、省エネルギー・省資源対策、近年では環境負荷低減に取り組み、一
定の成果を上げてまいりました。

来るべき 21 世紀の大きな課題のひとつは、「循環型社会の構築」であります。自動車関係業界では、これ
までも特にリサイクル及び適正処理に関する問題への対応として、平成 9 年に策定された「使用済み自動車
リサイクルイニシアティブ」に基づき、特定フロンの回収・破壊、エアバッグインフレーターの回収・処理、
シュレッダーダストの減量化対策並びに管理票制度の運用等、主に使用済み段階での課題に自主的に取り組
んでまいりました。しかし使用済み車の流通に携わっている販売事業者、整備事業者、自動車解体事業者、シュ
レッダー事業者等において、使用済み自動車の認定基準及び廃棄物の処理における各段階での業の許可にあ
たっての取り扱いの差異等が少なからず見受けられ、このような課題に対応するためには､ 自動車関係業界
が一体となった取り組みが求められております。

また、このところ国内では、循環型社会形成推進基本法の制定､ 資源有効利用促進法や、廃棄物の処理及
び清掃に関する法律の改正とともに、容器包装､ 家電などといった製品・業種分野毎のリサイクルに関する
法制度の整備が進展し､ 海外では EU において､ 不法投棄対策やリサイクル促進を目的に廃車指令の審議が
なされ､ 本年 10 月 21 日に発効されるなど､「使用済み自動車リサイクルイニシアティブ」策定当時とは､
自動車のリサイクル及び適正処理を巡る内外の状況が大きく変化しつつあります。

こうした状況の中で､ 21 世紀の ｢循環型社会の構築｣ に向けた課題の解決のためには自動車関係業界が
自ら基本的考え方及び具体的推進方策について整合性を図り､ 業界の統一歩調の下で使用済み自動車の処理
を円滑化し、関係事業者間の相互の信頼関係を構築するとともに、自動車リサイクルの一層の高度化を促進
し、環境問題への総合的な対策の確立及び効率的な取り組みを推進する自動車関係業界の横断的機関が必要
となっております。

以上のような認識のもとに、資源の有効な利用の向上及び環境の保全に資するため、自動車のリサイクル
及び適正処理の促進に関する事業を行うことにより、自動車ユーザーの便益の確保及び国民経済の健全な発
展を図り、もって国民生活の維持、向上に貢献することを目的として､ ここに「財団法人自動車リサイクル
促進センター」を設立しようとするものであります。

平成 12 年 10 月 27 日
設立者一同

第 1章－第 2節－第 1項－ 1 に記述した本財団の設立に際して作成した設立趣意書。

≪参考資料≫
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第 1 章

１．金流WGによる業務設計に基づく資金管理業務の立上げ
自動車リサイクル法施行に向け、自工会において幾つかのワーキンググループ（WG）が立ち上げられ、その中

のひとつである「金流 WG」にて、資金管理実務の概要および「資金管理システム」の仕組みが検討された。さら
に 2003 年 1 月に本財団内においてリサイクル法対応準備室が設置されると、本財団職員も「金流 WG」に参画し、
ここでの決定事項を基にして資金管理センターの具体的な業務の構築に着手することとなった。

資金管理センターの業務は、「資金管理システムの管理・メンテナンス」「リサイクル料金の収受」「預託金（※）

の管理・運用」「自動車製造業者等への預託金の払渡し」「中古車輸出に伴う預託金取戻し申請への対応」「事業者
への資金管理システムの使用方法の案内」などであるが、これらを自動車リサイクル法が本格施行されるまでの期
間に検討し、業務構築を完了した。

※預託金：自動車リサイクル法では「再資源化預託金等」と称され、リサイクル料金のうち、シュレッダーダスト料金、エアバッ
グ類料金、フロン類料金、情報管理料金のことをいう。�
これらは、当該自動車が使用済となるまで資金管理センターにて管理・運用される。

２．自動車所有者からリサイクル料金を収受する仕組みの構築
自動車リサイクル法では、リサイクル料金を収受するタイミングについて①新車登録時、②継続検査時、③使用

済自動車引取時の 3 つが規定されている（ただし、継続検査時は 2008 年 1 月までの時限措置）。そのため資金管理
センターでは、それぞれ最も合理的な収受方法を検討し構築した。

①新車登録時
自動車製造業者等から出荷される自動車については、新車登録前に当該自動車製造業者等およびその系列販売店

を介して自動車所有者からリサイクル料金を収受する（具体的には、自動車所有者が販売店にて車両代金や税金等
諸費用を支払う際にリサイクル料金も同時に支払う）仕組みとした。

一方、並行輸入車などについては自動車製造業者等を介してリサイクル料金を収受できないため、並行輸入業者
や自動車所有者がゆうちょ銀行やコンビニエンスストアにてリサイクル料金を資金管理センターに直接払い込む仕
組みを構築した。

②継続検査時
継続検査（いわゆる車検）は、運輸支局等に現車を持ち込んで検査する場合と、指定整備事業者（いわゆる指定

整備工場）にて検査を行う場合がある。このため、全国の運輸支局等の近傍に事務所を構える自動車関連団体にて
リサイクル料金を収受する方法（これに伴ってリサイクル券を発行する端末を設置）と、指定整備工場等を持つ自
動車整備事業者を介してリサイクル料金を収受する（自動車所有者が車検整備代金を支払う際にリサイクル料金も
同時に支払う）方法を構築した。

③使用済自動車引取時
新車登録時および継続検査時にリサイクル料金を預託しなかった自動車について、使用済自動車として引取業者

に引き取られた際に、引取業者を介してリサイクル料金を収受する仕組みを構築した。

第 2項 資金管理センターによる事業

27



３．既販車情報の取得
資金管理センターは、前述した継続検査時の預託および使用済自動車引取時の預託を円滑に推進するため、既に

日本国内に出回っている自動車の基礎情報およびリサイクル料金に関する情報（既販車情報）を、法施行前に資金
管理システムに記録することとした。

そこで、まず資金管理センターは国土交通省・軽自動車検査協会が保有している登録・届出済みの車両情報を取
得し、自動車製造業者等にて各車両情報にリサイクル料金額を設定後に返信してもらうことで、最終的に 1 億台を
超える車両情報を資金管理システムに取り込んだ。

４．資金管理料金額の設定
預託金を管理するためのコストとして、自動車リサイクル法第 73 条にて資金管理料金が規定されている。
資金管理センターでは、自動車リサイクル法施行から 11 年間の収支計画の下で、預託台数を想定するとともに、

資金管理システムの開発・メンテナンスや預託金の収受・管理、自動車製造業者等への預託金の払渡し、理解普及
活動等に要する費用の適正原価を積み上げて算定した。その結果、自動車リサイクル法施行時の料金額について、
新車登録時に預託金が預託される場合は 380 円、継続検査時および使用済自動車引取時に預託される場合は 480 円
と設定し、2004 年 7 月に経済産業大臣・環境大臣の認可を得た。

５．預託証明書
新車登録あるいは継続検査に際して自動車所有者がリサイクル料金を支払った場合、それを証するものとして、

一般の方々でも分かりやすいように「リサイクル券」と呼称する預託証明書を発行することとした。
その一方で、運輸支局等の自動車検査・登録の現場では、円滑な預託確認実務の遂行を目的に、リサイクル券と

は別に新車登録あるいは継続検査の申請に必要な譲渡証明書・自動車通関証明書や自動車検査証等に対して、自動
車販売業者や運輸支局等の近傍団体にて「預託証明印」を押印または「預託証明シール」を貼付することとし、こ
れを預託証明書とした。

リサイクル券 預託証明印

預託証明シール
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第 1 章

６．預託金の運用の基本方針の策定
資金管理センターは、使用済自動車としてリサイクル・処理されるまでの間、自動車リサイクル法第 97 条第 1

項に規定する運用方法の範囲内において、預託金を安全かつ確実な方法で管理・運用しなければならない。そのため、
資金管理業務規定の一部として「運用の基本方針」について資金管理業務諮問委員会に諮りつつ検討を重ね、2004
年 3 月に定めた。

この基本方針のポイントとしては、①保有する資産は「日本国債」「政府保証債」「財投機関債」「地方債」「社債・
金融債」とし、これを市場における債券構成比に準じて取得すること、②最長保有年限を 10 年とし、満期まで保
有することを前提に年度毎の償還金額が均等になるよう債券を購入するラダー（はしご）型運用を原則とすること
が挙げられる。

７．輸出取戻し手数料額の設定
自動車リサイクル法第 78 条では、預託済みの自動車を輸出した場合には当該自動車の所有者は預託金を取り戻

すことができるとされており（以下輸出取戻し）、同時に、輸出取戻し申請に対応し資金管理センターが預託金を
返還するために要した費用について、申請を行った自動車所有者は輸出取戻し手数料として納めなければならない
とされている。

資金管理センターではこの手数料額について、自動車リサイクル法施行から 5 年間の収支計画の下で、輸出取戻
し申請台数を想定するとともに、当該業務に掛かる費用の適正原価を積み上げて算定した。その結果、自動車リサ
イクルシステムに事前登録した申請者からパソコンにて申請を受けた場合（以下パソコン申請）は 950 円、それ以
外の申請者から申請を受けた場合（以下一般申請）は 1,390 円と設定し、2004 年 11 月に経済産業大臣・環境大臣
の認可を得た。

８．資金管理業務諮問委員会
預託金は長期にわたって安全かつ確実な方法で管理と運用が求められており、また特定再資源化預託金等（以下

特預金）の扱いや資金管理業務の実施に関する重要事項についても第三者機関によるチェックは不可欠である。こ
のため自動車リサイクル法第 99 条では「資金管理業務諮問委員会」を設置することが定められており、ここでチェッ
クを受けることにより資金管理業務の適正な遂行の確認を受けている。

この資金管理業務諮問委員会のメンバーは、経済・金融に関して高い識見を有する者、その他学識経験者、消費
者代表等から構成されており、第 1 回目の委員会は 2003 年 10 月に開催された。

以降、資金管理センターでは資金管理業務諮問委員会にて予算案や重要事項を諮ったり、四半期ごとの決算報告
等を行っている。
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資金管理業務諮問委員（敬称略）

委員 （就任時の役職） 任期

永田勝也 早稲田大学理工学部教授 2003 年 9月～

酒井伸一 国立環境研究所循環型社会形成推進・廃棄物研究センター長 2003 年 9月～

米澤康博 横浜国立大学経営学部教授 2003 年 9月～

松田美夜子 富士常葉大学環境防災学部助教授 2003 年 9月～ 2007 年 1月

渡辺俊之 日本公認会計士協会常務理事 2003 年 9月～ 2007 年 9月

細田衛士 慶應義塾大学経済学部教授 2003 年 9月～ 2012 年 9月

辰巳菊子 社団法人日本消費生活アドバイザー ･コンサルタント協会理事 2003 年 9月～ 2013 年 9月

鬼沢良子 ＮＰＯ法人持続可能な社会をつくる元気ネット事務局長 2007 年 3月～

小島昇 千代田国際公認会計士共同事務所代表 2007 年 9月～

山下英俊 一橋大学大学院経済学研究科准教授 2012 年 11 月～

大石美奈子 公益社団法人日本消費生活アドバイザー ･コンサルタント協会理事 2013 年 9月～

９．事業者等への周知
新たに実施される自動車リサイクル制度、およびこれに基づく資金管理システムの操作等について即応できるよ

う、システム操作や実務に関するマニュアルを作成し、引取業者・並行輸入業者・中古車輸出業者等に提供した。
これにより、資金管理システム等の仕組みやシステム操作方法、リサイクル料金の払い込み方法、自動車の輸出に
伴う預託金取戻し申請方法等の周知を図った。

各種マニュアル

10．資金管理業務規程
自動車リサイクル法第 94 条では、資金管理業務を開始する前にその業務の実施に関する基本的な事項を定める

よう規定されている。
このため資金管理センターでは「資金管理業務規程」を策定し、2003 年 12 月に経済産業大臣・環境大臣の認可

を得た。
なお、この資金管理業務規程は、運用の基本方針の変更や本財団の公益財団法人への移行などを理由に、随時改

定を行っている。
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第 1 章

再資源化支援部では、自動車リサイクル法におけるセーフティネット機能として自動車リサイクル法第 106 条 1
～ 9 号に掲げる事業を運用している。

なお、第 2 ～ 5 号については、特定再資源化預託金等（※）を原資に事業を運用している。

第 1 号 �特定自動車製造業者等（年間製造・輸入台数が 1 万台以下「以下 1 号事業者」）から委託を受けて
行う再資源化等に必要な行為

第 2 号 �並行輸入車、メーカーまたは輸入業者が倒産、撤退、廃業した車でメーカーが確定できない自動車
の再資源化

第 3 号 �離島対策として、離島における使用済自動車等の島外搬出に対する出えん
第 4 号 �不法投棄対策として、廃棄物処理法に基づき撤去・処理を講じた自治体への出えん
第 5 号 �4 号により撤去を講じた自治体の委託を受けた再資源化等処理
第 6 号 �民間・自治体の要請に基づく解体自動車等の再資源化等処理
第 7 号 �自動車リサイクルに関する調査、知識の普及・啓発
第 8 号 �自動車リサイクルに関する照会への対応
第 9 号 �第 1 号～第 8 号の業務に付帯する業務

※特定再資源化預託金等（特預金）とは、預託済みの自動車を輸出した後に輸出取戻し申請がなかった場合、あるいは解体
自動車の輸出によりシュレッダーダストの処理が不要となった場合など、自動車製造業者等へ預託金の払渡しが発生しな
い預託金をいう。

１．小規模製造事業者・輸入業者との契約締結
自動車リサイクル法第 106 条 1 号に規定された 1 号事業者に対する 3 物品の再資源化等処理に関する運用を構築

するため、2003 年 9 月に自工会で立ち上げられた「指定再資源化機関 WG」にて検討を開始した。
2004 年 5 月に第 1 回事業者説明会を開催し、自動車リサイクル法における小規模製造事業者・輸入業者の役割

や自動車リサイクルシステムへの登録手続き、再資源化支援部の受託業務等について説明を行った（1 号事業者候
補として 18 社が参加）。続いて、同年 7 月に第 2 回事業者説明会を開催し、1 号事業者の設定するリサイクル料金
の基となる委託料金について説明を行った（1 号事業者候補として 16 社が参加）。

2004 年 10 月には 1 号事業者 17 社と、同年 12 月には 4 社と、再資源化支援部との間で再資源化等に関する委託
契約を締結した。1号事業者は自動車リサイクルシステムに登録した、既に国内に出回っている自動車（以下既販車）
のリサイクル料金を設定し、2005 年 1 月 1 日の自動車リサイクル法施行に備えた。

第 3項 再資源化支援部による事業
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２．義務者不存在車に対する運用の構築
自動車リサイクル法第 106 条 2 号に規定された並行輸入車や個人輸入車等の義務者不存在車（以下 2 号）に対し、

再資源化支援部が義務者に代わり行う再資源化等処理について、2003 年 9 月に「指定再資源化機関 WG」にて検
討を開始した。

事業を開始するにあたり、フロン類、エアバッグ類の処理ついては自動車再資源化協力機構（以下自再協）と、シュ
レッダーダストについては自動車破砕残さリサイクル促進チーム「呼称：ART（Automobile shredder residue 
Recycling promotion Team）」と処理に関する委託契約を締結した。

2 号のリサイクル料金設定については、既販車の台数や装備情報を把握するのが困難だったため、国内正規輸入
業者の輸入車を参考にリサイクル料金を設定した。2004 年度は、既販車分として約 39 万 2 千台のリサイクル料金
を設定した。

３．離島対策等検討会の立上げ
自動車リサイクル法第 106 条 3 号離島対策、4 号不法投棄等対策の自治体に対するセーフティネット機能につい

ては、事業内容を審議するため資金管理業務諮問委員会の下部組織として専門家による審議機関（以下離島対策等
検討会）を設置した。

2004 年 2 月に第 1 回離島対策等検討会を開催し、3 名の委員（文教大学国際学部教授 藤井美文氏、首都大学東
京都市教養学部教授 大杉覚氏、財団法人日本離島センター専務理事 堀一氏）を選任した。本検討会において、
事業のあり方、運用ルール（要綱案）、対象自治体に対する準備支援、理解普及策等について審議を行った。

４．離島対策・不法投棄等対策支援事業の運用検討
離島対策支援事業については、自動車リサイクル法施行前までに離島を有する 5 都道県（北海道、東京都、長崎

県、鹿児島県、沖縄県）の担当者を委員とした「懇談会」にて、事業のあるべき姿（出えん率、支援対象）、離島
市町村における事業準備支援について議論を重ねた。

同様に、不法投棄等対策支援事業についても、「自動車リサイクル法 不法投棄対策に関する懇談会」にて、事
業の方向性（適用範囲、出えん率、出えん要件）、手続き等について自治体有識者等による意見集約を行った。

両支援事業の運用等については、両懇談会での意見集約結果を踏まえて離島対策等検討会にて審議・調査し、支
援体制を構築した。

５．離島対策・不法投棄等対策に係る事業計画の策定支援
離島対策・不法投棄等対策支援事業については、特預金の発生により事業の原資が確保でき次第事業を開始する

こととなっていた。事業の開始に先立ち、2004 年 6 月から 2005 年 8 月にかけて、離島対策支援事業の活用を希望
する 80 市町村（139 島）の担当者とともに各市町村における事業運用を構築することとなったが、担当者にとっ
て使用済自動車に関する業務は未知のものであり、情報収集・調査等にも困難をきたした。このため、2004 年 11
月には 5 都道県（北海道、東京都、長崎県、鹿児島県、沖縄県）の協力の下「離島市町村担当者説明会」を開催し、
事業開始前に対象市町村担当者の計画・申請等実務に関する理解を深めつつ事業の構築を進めた。

その後、関連事業者が存在する離島市町村においては、市町村主催の事業者説明会等に関係都道県より説明者を
派遣していただいた。再資源化支援部も、市町村の要請に応じた説明者の派遣と併せて、市町村における事業運用
のルール化および事業計画の策定を重点的に支援し、事業の開始に備えた準備を滞りなく進めた。
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不法投棄等対策支援事業については、事前に事業活用の要望が無かったため、自動車リサイクル法担当者向けの
説明会にて事業要綱を配付のうえ事業および手続きについて説明し、地方公共団体担当者の理解普及に努めた。

こうした準備の諸活動を経て、自動車リサイクル法本格施行から 10 ヶ月後の 2005 年 10 月に事業が開始される
こととなった。

市町村担当者説明会 事業者説明会
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2005 年 1 月の自動車リサイクル法本格施行に先立ち、2004 年 1 月から順次開催された関連事業者向け全国説明
会への対応および事業者の実務サポートのため、同年 4 月から問合せ対応業務を開始した。コンタクトセンター立
上げ当初は、平均して 1 日当たり 15 件程度の問合せであったが 5 月以降は徐々に増加し、関連事業者の自動車リ
サイクルシステムへの登録受付を開始した 7 月には、登録方法に関する問合せなど 1 日当たり平均で約 350 件にま
で跳ね上がった。自動車リサイクル法本格施行が近づくにつれて、問合せ件数は更に増加の傾向をたどり、自動車
リサイクル法本格施行直後の 2005 年 2 月には 1 日当たり平均で 8,000 件超となった。情報管理部では、コンタク
トセンターのオペレーターに向けた細部の業務説明を実施して対応能力の向上を図るとともに、自動車リサイクル
法施行直後からコンタクトセンターに 3 ヶ月間職員を常駐させるなど、問合せ回答支援を行った。

４．情報管理料金の設定
自動車リサイクル法では、情報管理料金は情報管理業務に要する費用を積上げて、適正な原価を超えることのな

い水準で設定すると定められている。電子マニフェストシステムは大規模なシステム・仕組みであるため、自動車
リサイクル法施行当初のシステム稼動や理解普及活動等に要する立ち上げ費用の回収についても考慮する必要が
あった。

このため、電子マニフェストシステムの稼動・メンテナンスや理解普及活動、通常業務等に必要な費用を積算し、
自動車リサイクル法施行後 5 年間で想定される使用済自動車の発生台数から自動車 1 台あたりの情報管理料金とし
て 130 円を算出し、2004 年 7 月に経済産業大臣、環境大臣から認可を得て、2005 年 1 月から預託が開始された。

35



第2章
自動車リサイクル法施行と指定法人事業の開始(2005年～2007年）





また、車検証の有効期間内に使用済みとなった自動車が自動車リサイクル法に基づいて適正に解体された場合に
限り、使用済自動車の最終所有者が運輸支局等において行う解体を事由とする永久抹消登録申請または一時抹消後
の解体届出と同時に還付申請することにより、車検残存期間に応じた重量税額の還付を受けることができる、「自
動車重量税還付制度｣ も新設された。

２．自動車リサイクル法安定施行に向けた取組み
自動車リサイクル法施行とともに、新規参入や既存事業拡張を行う事業者が増加し、自動車リサイクルを取り巻

く関係事業者間の競争が活発化した。このような状況下、事業者間の適切な競争を確保し、違法行為や不適正行為
が生じぬよう、国および関係自治体、関係団体においては、関係事業者に対する法の遵守徹底に向けた取組みを実
施した。具体的には、リサイクルシステムの入り口である引取業者において、使用済自動車の取扱いが一部不徹底
であったり、法律に従わず使用済自動車の解体処理等を行っている事業者への指導など、引取業者、解体・破砕業
者毎にきめ細かな対策を実施した。

国・自治体による指導等

引取業者関係

１．リサイクル料金の転嫁の禁止（2004 年 4月、2005 年 1月）

２．使用済自動車と中古車の区別の明確化（2005 年 7月）

３．オートオークション会場における対応徹底（2005 年 10 月）

４．インターネット等において不適正な広告を行っている可能性のある事業者に対する調査・指導（2006 年 2月）

解体・破砕業者関係

１．無許可営業への対処（2004 年 9月）

２．法施行前に引き取られた使用済自動車の取扱い（2005 年 10 月）

３．移動報告実績のない解体業者の調査・指導（2005 年 12 月）

４．解体自動車（廃車ガラ）の輸出申告時における移動報告の確認（2006 年 12 月）

５．解体自動車を全部利用するものとして輸出されるものかの確認（2007 年 10 月）

その他

１．遅延報告対応マニュアル（2004 年 11 月）

２．行政処分の指針（2005 年 5月）

３．インターネットオークションでの警告文の掲載（2006 年 11 月）

４．フロン類及びエアバッグ類の装備情報に関する調査（2006 年、2007 年）

都道府県・保健所設置市においては、上記に加えて定期的な立入り検査の実施などにより、違法行為や不適正行
為等に対し数多くの指導・勧告を行った。
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	 国・自治体による指導・勧告等実績	 単位：件

 2005 年
1 ～ 3月

 2005 年 4 月
～ 2006 年 3月

 2006 年 4 月
～ 2007 年 3月

 2007 年 4 月
～ 2008 年 3月 合計

指導・助言（19 条） 271 2,621 1,745 688 5,325

勧告・命令（20 条） 0 13 14 4 31

停止（51 条（引取）） 0 0 1 0 1

取消（51 条（引取）） 0 6 24 5 35

停止（58 条（フロン回収）） 0 0 1 0 1

取消（58 条（フロン回収）） 0 6 14 1 21

停止（66 条（解体）） 0 0 1 0 1

取消（66 条（解体）） 0 3 4 5 12

停止（72 条（破砕）） 0 0 1 0 1

取消（72 条（破砕）） 0 2 0 0 2

勧告・命令（90 条） 0 18 28 120 166

報告徴収（130 条） 1 165 47 28 241

告発 1 3 1 0 5

合計 273 2,837 1,881 851 5,842
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３．自動車リサイクルシステムの更なる安定運用に向けた組織改変
自動車リサイクルシステムの維持管理・運営業務については、従来は本財団の情報管理部が推進役となり、関連

する各法人で構成する自動車リサイクルシステム運用委員会（以下運用委員会）に、法人横断のシステム部会を設
置して運営する想定であった。しかしながら、自動車リサイクル法施行に向けたシステムの垂直立上げのために、
システム構築推進機能が必要であり、PMO（プロジェクトマネジメントオフィス）を設置しシステム開発管理を
推進することとなった。その後システム運用の中枢となる機能としてコントロールタワー（CTW）が設置されたが、
2005 年 3 月をもって解散・再編成となることが決定していた。これらの重厚な体制を引継ぐには情報管理部の当
時の体制では不充分であることから、以下 2 つの要求を満たすための組織が必要とされた。

①複数法人が係わりつつ 1 つのシステムとして共同運用されること。
②本財団が代表して、関連法人からの業務委託によるシステム運用を行うこと。

このため、本財団内にシステムセンターを発足し、ここに既存の情報管理部、およびシステム部を新設する運び
となった。システム部は、当初本財団職員 3 名にベンダーから 40 名規模の支援メンバーを加えて業務を開始した。

４．自動車リサイクル関係行政連絡会議への参加
経済産業省、環境省の両省により、自動車リサイクル法に関係する行政機関の情報共有を図るため、2005 年 5

月より全国 9 ブロック（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄）において、自動車リサイク
ル関係行政連絡会議の定期開催が開始された。主な参加者は各ブロック内の自治体担当者、地方運輸局、地方国税局、
地方経済産業局、地方環境事務所であった。本財団からは第 2 回自動車リサイクル関係行政連絡会議（2006 年 1 月）
に職員が出席し、ここでは離島対策支援事業・不法投棄等対策支援事業の概要と、自治体における事業活用の効果
について説明を行った。その後も、本財団は当該連絡会議に継続的に
参加し、情報提供や関係者間の課題共有に積極的に取組んできた。

５．理解活動の展開
自動車リサイクル法が本格施行した 2005 年度における自動車所有

者への理解活動については、2004 年度に引き続き新たな自動車リサ
イクル制度の認知と理解の深化を目的とした活動を展開した。全体で
6 億 5,000 万円の費用を投じ、テレビ、ラジオ、新聞、雑誌やチラシ、
ポスター等の媒体を用いた活動を行なった。自動車製造業者等を始め
とした自動車リサイクルの関係者による様々な取組みの結果、自動車
リサイクル制度の認知度は約 94％（インターネット調査）の高い水
準を維持した。

2006 年度においては、これまでの理解活動で周知した内容の補完
と再徹底を目的に、7,600 万円の費用を投じ、「賢いユーザー情報の広
報」、「主婦層の理解度向上」に力点を置いた活動を展開した。自動車
リサイクル制度の認知度（インターネット調査）については、引き続
き約 94％の高い水準が維持された。

「リビング誌」を活用した広報

「モールスケープ」における主婦層向け広報
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１．資金管理システムの稼動開始
資金管理センターは、自動車リサイクル法が本格施行された 2005 年 1 月 1 日から資金管理システムを稼動させ、

引取業者や自動車販売業者・自動車整備事業者・自動車所有者等によるリサイクル料金の照会・預託申請の受付を
開始した。

資金管理システムは、稼動開始直後こそ料金照会機能等に軽微な障害が発生したものの、迅速な対処を行うと共
に、継続的に安定化施策を講じることで、制度の信頼を損なうような大きなトラブルを起すことなく今日に至って
いる。

２．リサイクル料金収受および預託金払渡しの実務
自動車所有者からのリサイクル料金の収受や自動車製造業者等への預託金の払渡しの実務についても、自動車リ

サイクル法施行直後より順調に開始された。
自動車リサイクル法が施行された 2005 年 1 月から 3 月までの 3 ヶ月間の預託台数実績は、約 1,000 万台、預託

金額は約 950 億円にのぼり、自動車製造業者等へ払い渡された預託金は約 5 億円であった。

３．継続検査等の関係者への対応
前述の通り、自動車リサイクル法本格施行から 3 年間は継続検査時

にもリサイクル料金の収受を行っていた。そのため、当該期間はリサ
イクル料金が払い込まれていない自動車については運輸支局等にて自
動車検査証が返付されない（継続検査が更新されない）措置がとられ
ていた。このため、自動車リサイクル法施行直後は自動車リサイクル
法の関連事業者や自動車所有者のみならず、自動車整備事業者や運輸
支局等の継続検査に関わる各方面からも相当数の問合せが寄せられる
ことが想定された。そこで、国土交通省からの要請を受け、自動車整
備関係者に対して専用の問合せ電話窓口を設けて、継続検査の業務に
支障が生じないよう努めた。

また、運輸支局等の近傍団体にてリサイクル料金を収受する方法に
ついては、万一このシステムに障害が発生した場合、多くの自動車所
有者・自動車整備事業者に影響を与えることが懸念された。このため
障害発生時の対応マニュアルを作成して関係者に配付し、説明会を開
催するなどの周知活動を行う対策を講じた。

４．輸出返還事務センターの開設
自動車リサイクル法施行以前より、日本国内から 1 年間に輸出される中古車はおよそ 100 万台程度と推定されて

いた。このため資金管理センターは、中古車の輸出台数と同程度の年間 100 万件規模の輸出取戻し申請に耐えうる

車検場システム障害・災害時対応マニュアル

第 2項 資金管理センターによる事業
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事務処理のスキームを構築する必要に迫られた。
そこで、資金管理センターでは輸出取戻し申請の受付・書類審査や問合せ対応等の一連の事務処理を外部委託事

業者にて行うこととし、2005 年 8 月に「輸出返還事務センター」を開設した。
また、制度開始時に混乱が生じないよう、中古車輸出の頻度が高い税関地域にて、輸出取戻しの制度について関

係者への周知活動を行った。

５．輸出取戻し手数料額の改定
輸出取戻し手数料額は自動車リサイクル法施行前の試算に基づき、パソコン申請の場合は 950 円、一般申請の場

合は 1,390 円と設定していた。
しかしその後、業務効率化等により費用削減が図られたことから、約 2 年で収支均衡点に達し、当初収支が均衡

する期間として前提を置いた 5 年間では、収入が支出を大幅に上回る見込みとなった。そこで手数料額の改定を検
討し、2007 年 3 月に新しい手数料額について経済産業大臣・環境大臣の認可を得て、同年 5 月より手数料額を改
定した。

輸出取戻し手数料額
申請区分 旧手数料 新手数料
パソコン申請 950 円／台 440 円／台
一般申請 1,390 円／台 780 円／台

６．特預金の出えん
預託済みの自動車を輸出した後に輸出取戻し申請がなかった場合、あるいは解体自動車の輸出によりシュレッ

ダーダストの処理が不要となった場合など、自動車製造業者等へ預託金の払渡しが発生しないことがある。このよ
うな預託金については、自動車リサイクル法第 98 条に基づいて、特預金として経済産業大臣・環境大臣の承認を
受け、資金管理業務の費用に充てたり、離島対策支援事業・不法投棄等対策支援事業などの費用、情報管理業務の
費用として出えんすることができる。

特に離島対策支援事業・不法投棄等対策支援事業については、この特預金のみを原資としているため、早々に出
えんする必要があった。そこで資金管理センターは、自動車リサイクル法の本格施行から約半年を経過した 2005
年 9 月に、約 4 億円の特預金出えん（第 1 回目）を行い、再資源化支援部における事業が速やかに実施できるよう
努めた。
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第 3項 再資源化支援部による事業

１．小規模製造事業者・輸入業者からの委託業務の開始
2005 年 1 月から 1 号事業者 21 社の再資源化等処理を開始した。開始から 5 日間はコンタクトセンターに職員が

常駐し、自動車所有者からの問合せに確実に回答できるよう万全の体制をとった。初年度（対象期間：3 ヶ月）は、
フロン類 767 台、エアバッグ類 779 台、シュレッダーダスト 893 台を処理した。

2005 年度からは 1 号事業者向けの実績報告会を開催し、委託業務及び収支実績を報告した。2007 年度の実績報
告会では、委託料金の適正化を図るため台数予測に注力する旨を報告し、1 号事業者との情報交換を図るためのコ
ミュニケーション活動を行うことを提案した。

２．義務者不存在車の再資源化等処理の開始
2 号の再資源化等処理が開始され、初年度（対象期間：3 ヶ月）はフロン類 580 台、エアバッグ類 328 台、シュレッ

ダーダスト 823 台を処理した。また、2005 年度として約 16,000 台のリサイクル料金を設定した。
自動車リサイクル法施行後しばらくの間は、コンタクトセンターに並行輸入業者等からの問い合わせも数多く寄

せられ、再資源化支援部ではその対応に注力した。
自動車リサイクル法本格施行前は 2 号の発生台数が全く予測不能であったが、同法の本格施行後は実績を踏まえ

た台数予測が可能となった。リサイクル料金の適正化を図るため実績に基づく見直しを行った結果、2008 年度に
台当たり約 21,500 円から約 20,500 円までリサイクル料金の値下げを実施した。

３．離島対策・不法投棄対策支援事業の開始
自動車リサイクル法本格施行から 10 ヶ月後の 2005 年 10 月、特預金の発生により事業の原資が確保されたこと

から、離島対策・不法投棄等対策支援事業が開始された。
離島対策支援事業については、前年に事業活用の意思表明があった 80 市町村のうち、79 市町村が事業体制を構

築し参画した。この結果、初年度は 51 市町村に対し、6,082 台分、2,891 万円の出えんを行った。
翌 2006 年度は、50 市町村が新たに事業に参画し、129 市町村（210 島）が対象となった。2007 年度には 4 市町

村が新たに事業に参画し、この時点における参画市町村は 133 市町村（219 島）となり、全国の車のある離島につ
いては、ほぼ全て（保有台数構成比：99.9％）をカバーすることとなった。

なお、2007 年度は、97 市町村に対し 25,120 台分、1 億 812 万円の出えんを行った。
自動車リサイクル法施行前より資源価格が徐々に上昇していた影響もあり、離島からの使用済自動車等の島外搬

出は右肩上がりで順調に推移していた。その一方で、原油価格の高騰により多くの離島航路で海上輸送費の上昇が
起こり、出えんにあたっては、海上輸送費の検証に多くの時間を要した。

同時期には市町村からの要請により、船会社と市町村の海上輸送費に関する意見交換会に参加し、事業の公益性
を説明するなど船会社の事業に関する理解度向上を目的とした支援を実施した。

不法投棄等対策支援事業については、2007 年 12 月に事業活用の相談があった新潟県佐渡市の事案について 2008
年度予算として 1,000 万円を計上し、出えん要請に備えることとなった。

しかし、その後の佐渡保健所の原因者等に対する指導により事案が解消したため、出えんには至らなかった。
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草創期の離島対策支援事業出えん実績

2005 年度 2006 年度 2007 年度

申請市町村数 51 86 97 

申請台数 6,082 21,419 25,120 

出えん額（千円） 28,910 94,540 108,128 

４．離島対策支援事業の活用促進と早期定着に向けた取り組み
再資源化支援部は、離島対策支援事業の定着に向け現地訪問による市町村担当者の課題解決支援、関連事業者説

明会への参加、運用の構築支援およびポスター・チラシ等周知ツールの展開による理解普及活動支援を積極的に実
施した。

関連事業者の存在する離島においては、市町村による関連事業者を中心とした運用計画の策定を支援し、早期定
着を図った。これらの活動により市町村担当者との信頼関係を構築し、早期に事業が定着する礎を築いた。

また、事業開始当初は、いくつかの離島市町村において自動車リサイクル法施行前より放置された使用済自動車
が問題となっていたことから、離島対策支援事業を活用した解決策を提案し、放置車両（使用済自動車）に関連す
る地域問題の解消にも積極的に関与した。この活動により 2006 年から 3 年間で、19 市町村において 1,696 台の放
置車両の撤去を実現した。結果として、この取り組みは 19 市町村の住民が離島対策支援事業を認知する機会となっ
た。

５．離島対策等検討会による現場視察
事業開始後の離島における自動車リサイクルの実態を確認するため、離島対策

等検討会委員、都道県担当者による現場視察を 2006 年より 4 ヵ年にわたり実施
した。

市町村長との離島対策支援事業に関する懇談や関連事業者への訪問等を通じ
て、関係者から直に事業に対する評価や要望を確認することで、本支援事業にお
ける市町村での問題点、取り組むべき課題について関係者と認識の共有を図るこ
とができた。

また、本支援事業が早期に定着した市町村では、住民、関連事業者との懇談を
通じ、本支援事業が地域で果たした役割とその効果を委員に確認いただくことが
できた。

訪問先

2006 年度 鹿児島県庁、奄美市、和泊町、知名町

2007 年度 鹿児島県徳之島町、伊仙町、天城町、喜界町

2008 年度 沖縄県宮古島市、石垣市、竹富町

2009 年度 長崎県対馬市、壱岐市

2007 年 11 月の離島対策等検討会委員 堀一氏（財団法人日本離島センター専
務理事）の退任に伴い、同財団法人日本離島センター専務理事 渡邊東氏を後任
委員として選任した。

市町村との意見交換会議

不適正保管現場視察
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１．電子マニフェストシステム実績の公表
情報管理部は自動車リサイクル法第 116 条に基づいて、毎年 6 月末までに経済産業大臣、環境大臣へ移動報告の

実績を報告している。各処理工程別の移動報告件数を中心とした電子マニフェストシステムの詳細な稼動実績につ
いては、日次、月次、年次で運用委員会等に報告し、関連する各法人と情報共有を図ると共に、その概要を本財団
ホームページにおいて公表している。

また、この報告とは別に電子マニフェストシステムに関連した年度毎の実績を、2006 年（2005 年度分）から電
子マニフェストシステム報告書（「白書」）として発刊し、関係者へ配付している。2008 年からは自動車リサイク
ル法施行後の実績データをホームページに公表し、情報公開の充実を図った。

２．FAX事業者への対応
FAX 事業者は 2005 年 3 月時点で稼動事業者全体の 1.5％となり、2005 年 1 月～ 3 月の移動報告比率は 0.3％に

とどまった。自動車リサイクル法施行前に想定した移動報告比率 7.5％を大きく下回ったため、FAX 事業者からの
手数料収入で FAX 事業者に向けたシステムの運用費用を賄うためには、抜本的な見直しが必要となった。

検討の結果、OCR 方式（FAX 自動読取方式）のシステムを廃止し、2007 年 1 月からコンタクトセンターのオペレー
ターによる入力業務に切り替えることで、システム運用費用を削減し収支均衡を図った。

３．電子マニフェストシステムの改善
移動報告に関する情報を都道府県・保健所設置市（以下都道府県等）から求められた場合、情報管理センターは

これに応じることが自動車リサイクル法第 130 条「報告の徴収」で義務付けられている。情報管理部では、主要な
定型データについては、国・都道府県等の要請に都度対応するのではなく、国・都道府県等が自らシステム操作す
ることで迅速にデータ取得が可能となる機能を提供していたが、これを強化することで、この法定業務の運用を改
善した。あわせて、報告徴収機能の有効活用促進を図るため、2008 年に「報告徴収機能活用手引書」を作成し、国・
都道府県等の担当者に周知した。

４．電子マニフェスト発行取消への対応
電子マニフェストが発行された状態で使用済自動車を市場に流通させることは原則できないため、使用済自動車

の移転登録や輸出抹消登録についてはこれを行えないよう、システム上並びに運用上において制御している。しか
しながら、電子マニフェストを誤って発行した場合、この制御によって善意の第三者が自動車の販売や抹消登録を
妨害されるなどの被害を受け、場合によっては損害が発生する可能性をはらんでいる。このため電子マニフェスト
の誤発行については、一定の条件の下で発行の取消対象として運用すべきであるとの行政判断から、情報管理部で
は電子マニフェスト発行取消対応を限定的に実施している。

 誤発行の主な事例は、実車未確認による情報の誤入力や、販売・輸出予定の自動車であるにもかかわらず、使
用済自動車として誤って電子マニフェストを発行するなど、事業者の不注意に由来するものが大半を占めている。
電子マニフェストの誤発行により事業者が実害を被った場合は、自動車リサイクルシステムや制度運用に向けた

第 4項 情報管理部による事業
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ハードクレームを引き起こすこともあり、情報管理部は主務官庁と連携をして慎重な対応を行ってきた。
こうしたマニフェスト発行取消は、2005 年度で約 7,300 件発生し、自動車リサイクル法本格施行後 2 年以上経過

しても減少しなかった。そこで、情報管理部は電子マニフェスト誤発行問題の抜本的な解決を図るために、主務官
庁や本財団他部署と連携し「電子マニフェスト発行取消運用 WG」を 2007 年 10 月に立ち上げ、原因調査、運用全
般の確認・見直し、誤発行防止への取組み等の検討を開始した。

５．フロン類年次報告
フロン回収・破壊法のカーエアコン部分についてはその枠組みの多くが自動車リ

サイクル法に引き継がれた。従来、フロン類回収業者に義務付けられていたフロン
類の年間取扱い量の自治体への書面報告は、自動車リサイクル法第 81 条第 5 項に
基づき電子マニフェストシステムにて報告することになった。

この報告は京都議定書に基づいて日本国内におけるフロン類取扱量を算定する際
の根拠にもなっており、情報管理部では、速やかな報告履行施策として 2008 年 3
月に事業者が報告する際や自治体が事業者を指導する際に参照する簡易マニュアル
を作成し公表した。

６．事業者対応の強化
自動車リサイクル法本格施行直後の時点では、コンタクトセンターに 1 日当たり 8,000 件を超える着信があり、

85 席のオペレータで対応する万全の体制を整えて対応に当たった。また、関連事業者が実務を行う上での自動車
リサイクルシステムオンライン稼動時間の延長要望に応えるため、7 時～ 20 時までであった稼働時間を 2005 年 2
月末から 1 時間延長し、21 時までに変更して運用を行った。これにあわせて、問合せ対応の時間も 1 時間延長し、
21 時までとした。

2005 年 4 月以降は Q ＆ A の充実や関連団体を通じた情報提供等により、事業者への理解促進が図られ、コンタ
クトセンターへの問合せ着信件数は減少傾向となった。さらに自動車リサイクル法本格施行直後のシステム操作等
の不慣れを解消するべく、電子マニフェストシステムの仕組み等をわかりやすく解説する「自動車リサイクルシス
テム虎の巻」を 2005 年 9 月にホームぺージに掲載し、一層の周知を図った。

2006 年 4 月からは年間の問合せ件数の変動を見込み、コンタクトセンターのオペレーター席数を時間帯ごとに
柔軟に編成するなど、運用の効率化に努めた。

2007 年度に入ると問合せ件数は漸減傾向となった。ただし、2008 年 1 月末の継続検査時預託経過措置終了に伴
なう運用変更に関する問合せ増加を想定し、あらかじめ Q ＆ A 作成やホームページへの事前掲載等の周知活動を
実施した。

７．情報管理料金の改定
自動車リサイクル法本格施行後のシステム関連費、コンタクトセンター運営費、使用済自動車の発生による情報

管理料金収入の 3 項目は、情報管理料金設定時の想定と異なるものとなった。これらを再算定した結果、従来の情
報管理料金である 130 円では大幅な赤字が生じる見込みとなった。収支均衡に向けた料金改定の検討を重ねた結
果、2006 年 1 月現在の収支を前提とし、自動車リサイクル法施行当初設定すべきであった額として 230 円を算出。
2006 年 1 月に経済産業大臣、環境大臣から認可を得て、同年 4 月に情報管理料金を 230 円に改定した。

フロン類年次報告簡易マニュアル
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１．自動車リサイクル法施行後 5年間の評価（自動車リサイクル制度の成果）
自動車リサイクル法には、「施行後五年以内に、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずる」ことと規定されており、これを受けて、「産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会自
動車リサイクルワーキンググループ及び中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員会」で
は、行為義務者である引取業者、自動車製造業者等、解体業者、破砕業者、地方公共団体、再資源化業者、自動車
関連部品製造業者、オートオークション業者等から幅広く意見聴取の機会を設け、論点を抽出・整理して、2010
年 1 月に発表した報告書の中で施行状況を下記１）～７）のように評価した。

１）使用済自動車のトレーサビリティーの確保
自動車リサイクル法の施行当初は使用済自動車の流通ルートが不透明であったが、電子マニフェスト制度や改

正道路運送車両法によって使用済自動車や中古車輸出の流通ルートが明確化された。我が国の自動車保有台数は
2008 年時点で約 7,500 万台と一定ではあるが、当時における新車及び中古車流通構造の変化が見受けられる中に
おいても、使用済自動車についてはその全数について概ね適正に処理され、またその処理が電子マニフェストに
より各段階で捕捉されていることから、現行の自動車リサイクルシステムはトレーサビリティーが確保されてい
るといえる。

	 国内での新車及び中古車の流通状況	 （単位：万台）

2005 年 2006 年 2007 年 2008 年

保有台数 7,569 7,586 7,571 7,553

新車販売台数 585 574 535 508

中古車販売台数 811 807 753 718
オークション流通台数 798 827 841 887

2008 年時点においては、国内で使用されなくなった年間約 500 万台の車両のうち、約 350 万台程度が使用済
自動車に、中古車としては 100 万台超輸出されている。

第 1 節 総論

指定法人事業の安定運用と
今後の展望（2008 年～）

第 1項 自動車リサイクルに関連した国・自治体等の動き
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	 国内で使用されなくなった自動車の状況	 （単位：万台）

2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度

使用済自動車の引取台数（国内処理） 305 357 371 358

輸出仮抹消登録台数（海外に輸出） 107 144 161 130

２）自動車製造業者等による再資源化の進展
自動車リサイクル法では、自動車製造業者等に対して再資源化等が義務付けられているエアバッグ類および

シュレッダーダストについて、数値目標が期限をもって設定されている。エアバッグ類については、自再協によ
る一元的かつ効率的な処理、シュレッダーダストについては 2 チーム体制での処理により、2008 年度においては、
すべての自動車製造業者等が 2 品目ともに 2015 年度目標を前倒しして達成した。それに伴い、シュレッダーダ
スト以外のリサイクルや部品のリユースも含めた使用済自動車全体の循環的利用の割合も、2000 年当時と比較
して約 83％から約 95％まで向上した。

	 自動車製造業者等のリサイクル率	 （単位：％）

リサイクル率

シュレッダーダスト エアバッグ類

目標
70（2015 年～）
50（2010 年～）
30（2005 年～）

85

2008 年度 72.4 ～ 80.5 94.1 ～ 94.9

2007 年度 64.2 ～ 78.0 92.0 ～ 94.7

３）関連事業者の役割の明確化
自動車リサイクル法に基づき、引取業者およびフロン類回収業者は都道府県等の登録を、解体業者および破砕

業者については都道府県等の許可を受ける必要がある。2008 年度末までに、約 7 万 8 千事業者が引取業、約 1
万 8 千事業者がフロン類回収業の登録を、また、約 7 千事業者が解体業、約 1 千事業者が破砕業の許可を受けて
おり、それぞれの役割を担う関連事業者の状況が明らかになった。

	 関係事業者の登録・許可の状況	 （単位：件）

関係事業者種別
事業者数

2005 年度末 2006 年度末 2007 年度末 2008 年度末

引取業者 88,122 88,301 79,177 77,635

フロン類回収業者 23,387 23,135 18,215 17,623

解体業者 6,251 6,505 6,654 6,689

うちみなし許可業者 2,172 2,129 2,146 ―

破砕業者
（プレス、せん断のみ）
（シュレッダー）

1,224 1,280 1,301 1,299

（1,101） （1,145） （1,169） （1,168）

（123） （135） （132） （131）

うちみなし許可業者 736 752 734 ―

計 118,984 119,221 107,493 103,246

４）預託されたリサイクル料金の適正な運用
リサイクル料金は、不法投棄の防止、預託手続の簡便性の観点から、原則、新車購入時の前払いとし、法で定

められた資金管理法人（自動車リサイクル促進センター）に預託する仕組みとしている。既販車のうち、国内で
使用される自動車のほぼすべてについて、リサイクル料金の預託が完了済みとなっている。預託されたリサイク
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ル料金については、法に規定された資金管理業務諮問委員会によるチェックの下、厳格な運用方針に基づく運用
を行っている。

５）自動車リサイクルシステムの安定稼動
すべての使用済自動車の処理工程は、電子マニフェストシステムを始めとする自動車リサイクルシステムによ

り厳格に管理されている。関連事業者による処理の遅延報告の発生は低いレベルに留まっており、全体的には円
滑な処理が行われている。自動車リサイクルシステム自体については、小規模のトラブルはあったものの安定的
に稼働中である。

自動車リサイクルシステム稼動状況

2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度

計画停止日 15 13 13 13

障害件数 10  6   4   0

安定稼働率
（時間ベース） 94.9％ 99.8％ 98.0％ 100.0％

６）不法投棄・不適生保管等の減少
不法投棄・不適正保管の車両は自動車リサイクル法施行前の 2004 年 9 月末の 21 万 8 千台から、2009 年 3 月

末には 1 万 5 千台まで減少した。また、離島における不法投棄等車両も 2004 年 9 月末の 1 万 7 千台から、2009
年 3 月末には 1 千台まで減少した。100 台以上の大規模案件も 2004 年 9 月末の 13 万 2 千台から、2009 年 3 月末
には 2 千台まで減少している。これらの要因としては、①自動車リサイクル法施行に伴い使用済自動車はすべて
廃棄物とみなされるようになり、行政側の指導が容易になったこと、②離島対策等支援事業が順調に進捗してい
ることが考えられる。

路上に放棄された車両については、自動車製造・輸入・販売関係業界が設立した路上放棄車処理協力会により、
処理を行う市町村に対してその費用に見合う金額の寄附を行う体制が 1991 年に整備されていた（2011 年に終了）。
2003 年に 1 万 6 千台であった寄附台数は、2008 年では 2 千台となっていた。

７）国民による自動車リサイクルに対する一定の理解
自動車リサイクル法第 5 条に「自動車の所有者の責務」として、ユーザーによる自動車の長期的な使用努力が

定められており、現状の自動車の平均使用年数は制度制定前より約 1 年程度伸びた 13.0 年となっている。

	 自動車の平均使用年数の推移	 （単位：年）

2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度

引取車台の使用年数推移
（各年度平均） 12.0 12.4 12.9 13.0

自動車リサイクル法施行前より、政府および関係者を挙げて制度の周知を図ってきた。自動車リサイクル法施
行後、自動車教習所や環境イベントなど広報手段・ツールを多様化させて、自動車ユーザーへの理解普及活動を
集中的に実施してきた結果、自動車リサイクル法の存在の認知及び自動車リサイクル料金の預託に対する理解は
相当程度得られてきている。ただし、リサイクル料金の活用のされ方や関係事業者の役割分担など、法の細部ま
で十分に理解されているとは言い難い状況である。
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第 2 節 安定期の事業実績

第 1項 財団全体の動き

１．車両状況照会機能拡充
経済産業省および環境省による「自動車所有者への広報活動の重点化と監視機能の強化」の必要性に係る提起を

受けて、本財団の資金管理センターは、自動車所有者による監視機能の強化について両省と検討を行った。その結
果、2008 年 5 月に自動車所有者が車台のリサイクル料金額や預託の有無を閲覧できる既存の機能に、所有者が自
ら引渡した使用済自動車が適切に処理されているかを自ら確認できるよう、各処理工程別の移動報告状況を閲覧で
きる機能を追加拡充した。自動車所有者自身が自動車の移動報告状況を閲覧することで、次の効果が実現できた。

①自らのリサイクル料金の使途の把握を通じて制度への一層の理解を深める。
②使用済自動車の処理プロセスを透明化することで関連事業者の適切な処理を促す。
③自動車所有者からのコンタクトセンターへの問合せを低減し効率化を図る。

２．公益認定の取得
いわゆる公益法人制度改革関連 3 法の施行により、民法に基づき設立された旧公益法人は、2008 年 12 月 1 日か

ら 5 年間の間に新制度に基づく法人に移行することとなった。本財団が実施する指定法人業務及びその他の事業が、
地球環境の保全や自然環境の保護、また、国民生活に不可欠な物資の安定供給と確保という不特定かつ多数の者の
利益となる公益目的事業に該当するという考えに基づき、2009 年 11 月 13 日に公益移行認定申請を行なった。そ
の結果、2010 年 3 月 28 日に公益認定を受け、同年 4 月 1 日に公益財団法人に移行した。

３．自動車リサイクルシステムコンタクトセンターの見直し
自動車リサイクル法は国内の全ての自動車所有者と、10 万を数える膨大な登録事業者等に向けて運用されてお

り、日々膨大な問合せや申請等の事務を処理する必要があった。これらの事務を円滑に執り行うため、問合せに対
応するコールセンター・本財団の事務処理に対応するバックオフィスの 2 つの機能を備えるコンタクトセンターが

自動車リサイクルコンタクトセンターのあるべき姿に向けて

課題 内容

１．品質の最適化

①自動車所有者・事業者向けサービス品質の最適化
②本財団とコンタクトセンター間の事務処理品質の最適化
③事務処理に要するリードタイムの最適化
④より強靭な社会システム基盤の構築

２．コストの最適化 ①コスト構造の最適化
②費用精算方式の最適化

３．運用の最適化
①業務効率性の最適化
②課題管理・運用改善管理手法の整理
③サービス提供時間の最適化
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2004 年 4 月に開設され、7 年間にわたって安定的に運用されてきた。しかしながら、公益性の高い事業の運営を将
来も継続するために、前記 3 つの課題を解決する必要があった。

これらの課題を解決すべく、社会システムとしての信頼性の更なる向上を目指し、次期コンタクトセンターの選
定を入札による調達で実施した。その結果、要求された技術水準を満たし、かつ費用対効果の優れた IT 企業が新
コンタクトセンターを構築することとなり、2011 年 10 月より本格稼動を開始した。

４．自動車リサイクルシステムデータセンターの見直し
自動車リサイクル法の要である自動車リサイクルシステムについては、2012 年度末までの期間で締結した契約

に基づき、自動車リサイクルシステムデータセンター（以下データセンター）にて万全を期して運用してきた。当
該契約を満了するにあたり、データセンター刷新による新 IT 技術の導入、データ量増加に対応する処理能力向上
等により、システムの一層の安定化を図ることとした。この取組みの目標は次の 2 項目。

①新データセンター稼動後 10 年間の性能維持
②コストミニマムなデータセンター運営の実現

調達は入札により行い、前記の目的を達成するために技術水準および費用効果の高い IT 企業を選定。2013 年 5
月に新データセンターを円滑に立ち上げた。

データセンター刷新の取組み

時期 内容

計画期間
2009 年度 刷新プロジェクト開始。調達仕様の策定を開始。

2010 年度 調達仕様を確定。入札の結果 12 月に新委託業者が確定し、委託準備を開始。

プロジェクト期間

2011 年度 新データセンター設計・構築を開始。

2012 年度 新データセンター設計・構築を完了し、テスト・移行準備を開始。

2013 年度 テスト・移行準備を完了。5月連休期間に新データセンターへの切替えを実施し、無事稼動。

なお、新データセンターへの移行により、当初掲げた性能目標は次のように達成された。

性能目標の達成状況

分類 調達時目標 稼動後実績

オンライン（事業者・ユーザー向け等の画面）調達時点（2010 年夏）の性能維持。 2010 年夏時点に比べ、約 25％性能向上。

バッチ（夜間集中処理等） 業務系バッチ処理時間枠内（午前 3次まで）
の処理完了。 午前 1時半終了。

５．理解普及活動の展開
本財団のホームページに、子供にも理解できる自動車リサイクルの社会的な意義や仕組みを解説したキッズペー

ジや、モバイル用のサイト、スマートフォン用のサイトを追加するなどの情報発信を行った。自動車教習所におい
ては将来の自動車所有者に向けて、ビデオ放映によるリサイクル料金負担への理解の促進と、教科書への広告掲載
による自動車リサイクルの意識啓発に取組んだ。
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こどものページ

モバイル用サイト スマートフォン用サイト
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第 2項 資金管理センターによる事業

１．継続検査時預託の終了
自動車リサイクル法が本格施行された2005年1月から始まった、リサイクル料金を継続検査時に収受する方法は、

同法の附則第 10 条に基づいて 2008 年 1 月末をもって終了した。これに伴い、全国の運輸支局等に設置してリサイ
クル券を発行するために使用していたタッチパネル式の専用端末（542 台）は全て撤去された。これ以降、リサイ
クル料金収受の方法は、新車登録時と使用済自動車引取時のみとなった。継続検査時に収受する方法で 3 年間に預
託された金額は約 6,081 億円（約 6,304 万台分の預託金額）に上った。

リサイクル券発行 専用端末 リサイクル券発行 専用端末タッチパネル

２．輸出返還事務センターの委託先の入札
2005 年 8 月に開設した「輸出返還事務センター」について、2011 年 3 月末に迎える委託先事業者との契約満了

に先立ち、次期委託先事業者を選定する入札を 2010 年 2 月に実施した。開札の結果、従来の委託先事業者が落札し、
2011 年 4 月以降の契約を同事業者と再度締結することとなった。

３．東日本大震災への対応
2011 年 3 月 11 日、東北地方太平洋沖地震が発生し、東日本の広い範囲で未曾有の大震災（以下東日本大震災）

に見舞われた。この地震により青森県から千葉県に至る太平洋岸では、これまでに例のないほどの大規模な津波に
襲われ、多くの尊い命が失われるとともに多数の家屋・家財ならびに自動車が流された。

この津波によって被災した自動車の中にはナンバープレートがはずれ、なおかつ車体が変形して車台番号が読み
取れずに所有者の確認ができなくなった車両も数多く発生した。このような、車台番号が不明で所有者の分からな
い被災した自動車（以下番号不明被災自動車）は、地元自治体が自動車リサイクル法に則って処理することになっ
たが、被災地の早期復興を目指す自治体に対し過度な負担をかけず、なおかつ早急に処理できるよう配慮する必要
があった。

このため資金管理センターでは、番号不明被災自動車の処理に関する専用窓口を 2011 年 5 月に設置し、自治体
からの申請に基づいて、再資源化支援部と連携して速やかに対象車両の情報を資金管理システムに登録して特預金
を原資にリサイクル料金を補填することで、当該自治体がスムーズに番号不明被災自動車を引取業者に引き渡せる
スキームを構築した。
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策定当初に想定していなかった格付け制限あり債券（※）のリスクが顕在化する等、債券運用の環境は大きく変
化した。このため、2013 年 1 月に「運用の基本方針」を再度変更し、今後取得する債券は日本国債および政
府保証債に限ることとした。ただし、既に保有している債券については、格付けが一定の水準を下回らない限
り、これまで通り満期まで保有することとしている。

変更前 変更後
国債 ⇨ 国債

政府保証債 政府保証債
格付け制限あり債券（※）

※地方債、財投機関債、金融債および社債
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１．1号委託料金の改定
本財団が 2010 年の公益法人化を目指すことに伴い、その認定要件の一つとなる 1 号事業の収支相償を実現させ

るスキームが必要となった。このため、1 号委託料金が 1 号事業費を上回った場合は、1 号事業者に剰余分を返還
するという年度精算方式を2009年度より開始した。2009年度の精算額は4,888万円、2010年度は8,630万円であった。

2010 年度の 1 号事業収入が 3 億 2,737 万円に対し、年度精算額がその 26.3％と非常に多額であったため、2011
年 4 月に委託料金そのものを約 13,000 円から約 10,400 円まで値下げした。このような費用の積上げによる委託料
金としたため、年度精算を実施しなくても収支相償をほぼ実現できる仕組みとなった。

その後、安定運用を実現できており、2013 年 11 月時点では 1 号事業者 31 社と委託契約を締結している。

２．2号リサイクル料金の改定
2009 年 11 月に、エアバッグ類の装備個数がシステム不具合により正しく設定されておらず、自動車再資源化協

力機構を通じて解体業者に支払ったエアバッグ類処理料金の過少払いが判明した。また、2010 年 4 月には、エアバッ
グ類マスタ誤登録も判明し、2 号事業の運用プロセスの見直しを余儀なくされた。

本財団が公益財団法人となったことにより、2011 年 4 月から 2 号リサイクル料金を台あたり約 20,500 円から 約
12,200 円に約 8,300 円値下げすることで、収支相償となるよう対策を講じた。ただし、効果が現れるのは、この新
料金の車両が実際に使用済自動車となり再資源化等処理される約 13 年後である。

2011 年度より、東日本大震災で発生した番号不明被災自動車を 2 号として受け入れる運用を開始し、2013 年 11
月時点で約 10,100 台の再資源化等処理を行った。

その後、安定運用を実現できており、2012 年度では 約 12,000 台の料金設定を行い、ほぼ同数の再資源化等処理
を行った。

3．離島対策支援事業の定着
2008 年 8 月の北京オリンピックを境にそれまで高騰していた鉄スクラップ等の資源価格が暴落した結果、一部

の市町村では、使用済自動車の解体処理後の有価金属の売却を生業にしていた解体業者の廃業等が起こり、事業運
用が機能しなくなった。運用の再構築支援を実施する等早期に対応した結果、年度実績において大きな影響は受け
なかった。

その後は、国の諸制度（スクラップインセンティブ、エコカー減税、エコカー補助金）の副次効果の影響もあり、
毎年 20,000 台を超える出えん申請が継続している。離島対策支援事業については、経済市況の影響を大きく受け
ることはなく、制度として概ね安定してきた。

第 3項 再資源化支援部による事業
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安定期の離島対策支援事業出えん実績

2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度（※） 2012 年度

申請市町村数 88 89 86 78 83 

申請台数 23,222 21,855 24,971 18,039 21,653 

出えん額（千円） 101,141 97,764 111,699 82,793 100,345 

※運用を見直したため、対象期間変更の移行期にあたり第４四半期の申請がない	 	 	 	 	

一方、再資源化支援部が 2011 年度に行った調査により保有台数 1,000 台以下の小規模離島市町村における住民
の事業認知度が低いことが判明したため、2012 年度に事業周知カレンダーを 15,300 部作成し、43 市町村で全戸配
布した。2013 年度は、事業周知チラシを 19 万枚作成し、51 市町村において定期船の乗船券売場で配布するなど市
町村を通じ理解普及を行った。

また、2012 年 2 月の離島対策等検討会委員 藤井美文氏（文教大学国際学部教授）の退任に伴い、神戸大学大
学院経済学研究科教授 石川雅紀氏を後任委員として選任した。

４．不法投棄等対策支援事業に対する出えん
2008 年度に、北海道札幌市、鹿児島県奄美市より支援事業を活用したい旨の相談を受けた。両市担当課に対し

準備支援を行い、不法投棄等対策を実施した両市に対し 1,683 万円（札幌市 523 万円、奄美市 1,160 万円）の出え
んを行った。両市の事案は、度々マスコミに取り上げられており、改めて全国の自治体に本事業を周知することと
なった。2009 年 2 月には当該 2 事案の申請手続き等を取りまとめた手引書を作成し、「自動車リサイクル関係行政
連絡会議」にて配付した。

その後、2013 年 7 月に富山県滑川市で実施された不法投棄等対策に対し、2013 年 9 月に 12 万円の出えんを実施
した。

出えん実績

2008 年度 2008 年度 2013 年度

申請自治体名 北海道札幌市 鹿児島県奄美市 富山県滑川市

投棄場所 札幌市清田区 鹿児島県奄美市知名瀬および根瀬部 富山県滑川市大日地内

投棄物の種類 使用済自動車
解体自動車等

使用済自動車
解体自動車等

使用済自動車

投棄物の重量（ｔ） 199.6 330.0 1.3 

処理費用（千円） 6,541 14,500 151 

出えん額（千円） 5,233 11,600 121 
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札幌市（撤去前） （撤去後）

奄美市（撤去前） （撤去後）

滑川市（撤去前） （撤去後）

５．離島対策・不法投棄等対策支援事業に係わる手続きの見直し
離島対策支援事業については、事業の安定化に伴い 2012 年 1 月に離島対策支援事業の要綱および手引書の改訂

を実施した。関係都道県に協力いただいていた申請書類等の取り纏め手続きを廃止し、市町村が直接再資源化支援
部へ出えん申請する形に手続きを簡素化し、関係都道県および市町村担当者の業務負荷の軽減ならびに手続きに掛
かる時間の短縮を図った。

併せて、島内保有台数が 100 台に満たない小規模離島市町村については、事業計画書の提出を不要とした。
不法投棄等対策支援事業については、2011 年 3 月に公有地に捨てられた使用済自動車の処理費を寄附してきた

路上放棄車処理協力会の寄附制度が終了した。これを受け、産業構造審議会等で不法投棄等対策支援事業の小規模
事案への活用が議論された。第 29 回産業構造審議会及び中央環境審議会の合同会議での「中小規模の不法投棄事
案への支援事業適用シミュレーション調査」の環境省報告を受け、事業の活用を促進するため、再資源化支援部で
は 2012 年 8 月に申請手続きの簡素化等要綱および手引書の見直しを実施した。

殊に、現要綱では小規模事案の活用が促進されるよう、対象が 100 台以下の事案については事業計画書の提出を
不要とした。

この見直しにより、2013 年 9 月に富山県滑川市から小規模事案に関する申請があり、出えんを実施した。
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１．実績公表の充実
情報管理部の電子マニフェストシステム実績報告を含めた指定 3 法人による主要な

業務実績を、自動車リサイクル法施行から 2012 年度末までの期間で取りまとめ、従
来の「白書」から「JARC データ Book」として 2013 年に全面改訂し、公表した。

また 2012 年度からは、使用済自動車の発生台数に影響を与える要因とその関連性
について、使用済自動車に係る過去の統計値を踏まえ整理し、毎年度の使用済自動車
発生台数の予測を実施して、関係者で情報を共有している。

２．FAX事業者への対応
FAX 事業者は稼動事業者比率で 2004 年度の 1.5％から漸減し、2010 年度では 0.3％以下にとどまっていた。IT

の一層の推進化を背景に情報管理部では 2011 年度に FAX 事業者の調査およびパソコン利用促進活動を実施。
2011 年 4 月～ 11 月までの FAX による電子マニフェストシステムの利用の 92％が、FAX 事業者の上位 20 社によ
るものであることを確認した。電子マニフェストによる移動報告は原則パソコンによるものとされており、手数料
が発生せず利便性も高いことから、パソコンによる移動報告を促進する活動を 2011 年 11 月～ 2012 年 2 月に実施
した結果、FAX 事業者の 5 社が、パソコンによる移動報告の方式に移行した。

３．電子マニフェストシステムの改善
自動車リサイクルシステムに登録されている関連事業者の情報の更新は、都道府県等からの情報提供に基づいて

実施してきた。自動車リサイクル法に規定された関連事業者の業の登録・許可やその更新は、先ずは都道府県等で
行われる。この都道府県等における業の登録・許可の完了後、その情報が本財団に提供されることから、最新の状
況が自動車リサイクルシステムに反映されるまでには時間のズレが生じる。たとえば都道府県等で任意の関連事業
者について業の取消しがあった場合、その情報が自動車リサイクルシステムに反映されるまでにある程度遅延する
場合がある。このため、稀に無登録・無許可状態の事業者による移動報告が発生することがあった。このような問
題を防止することと、都道府県等の担当者による更新作業の効率化を目的に、2009 年 12 月にシステムを改修する
とともに、運用も改めた。

2011 年度以降も都道府県等との情報共有を継続するとともに、移動報告実績の報告や電子マニフェスト誤発行
多発業者への指導依頼等を実施した。

2013 年 1 月には、都道府県等から本財団への問合せ照会内容を集約した自治体 Q ＆ A を作成し、都道府県等担
当者へ電子メールで提供するとともにホームページへ掲載、周知した。

４．電子マニフェスト発行取消への対策
電子マニフェストの誤発行は、電子マニフェストシステムの習熟が進むにつれて漸減傾向となった。しかしなが

ら、依然として第三者への被害等のトラブルが懸念されることから、電子マニフェストの誤発行の更なる抑止対策
として 2008 年 10 月に、電子マニフェスト誤発行の要因となる関連事業者の業務上の誤りの事例集である「引取報

JARC データ Book
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告の間違い事例」を作成しホームページに掲載するとともに、冊子を配付した。
2011 年度以降は、電子マニフェストの発行取消依頼が多い事業者に向けて、

注意喚起文書の送付を年 2 回実施し（2011 年 11 月から 2013 年 5 月まで、延べ
100 事業者へ送付）、電子マニフェストの発行取消しは 2012 年度で約 3,200 件ま
で減少した。

５．フロン類年次報告の改善
フロン類年次報告は、前年度の実績の速報版を 7 月初旬、確定版を 10 月初旬

に公表していたが、2012 年度から事業者による法定期限内の報告の促進を図っ
た結果、確定版を 2 ヶ月前倒しで取りまとめ、合同審議会での公表値として一本
化した。

６．スクラップインセンティブ付きエコカー補助金制度への対応
環境性能に優れた新車への買い替え購入を促進することにより、環境対策に貢献することを目的としたスクラッ

プインセンティブ付き「エコカー補助金制度（※）」が、国の施策として 2009 年 6 月にスタートし、経年車（新車登
録後 13 年超車）を廃車し新車を購入する場合はベースとなる補助金額に対して、スクラップインセンティブが付
加増額された。

この施策は次世代自動車振興センター（以下 NEV）が受け皿となり、使用済自動車の移動報告情報を管理して
いる本財団も協力して実施した。スクラップインセンティブの対象となる NEV への補助金申請については、不正
防止の観点から、使用済自動車の引取および解体に係る情報を正しく管理している自動車リサイクルシステムの
データを活用することで、エコカー補助金制度の信頼性が確保された。

※環境対応車普及促進事業補助金制度

７．東日本大震災対応
東日本大震災の被災地対応として、以下を実施した。
①事業者満了日延長の手続き

経済産業省・環境省による告示に基づき、特定災害区域に事業所を有し登録・許可満了日が 3 月 11 日～ 8 月
30 日の事業者（約 200 事業所）の満了日を 8 月 31 日に一括延長した。
②震災関連情報一元化

省庁や関連団体等の震災に関する情報をホームページ上で一括掲載し、関連事業者等が閲覧できるよう、利便
性を高めた（ホームページ画面参照）。
③被災地移動報告等状況の報告

被災月である 3 月度～翌年 3 月までの被災地における移動報告状況を運用委員会等へ月度で報告した。震災直
後の被災地 7 県は前年同月比 60％まで減少したが、徐々に処理が進み 2011 年度平均では前年比 93％となった。

一方、被災地以外では被災地への中古車の移動等があり、使用済自動車の発生率が 78％にとどまった（全国
平均は前年比 81％）。

引取報告の間違い事例
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④被災地自治体ヒアリング
使用済自動車発生予測のため、自治体保管ヤードの状況や事業者処理状況等のヒアリングと番号不明被災自動

車処理に関する情報提供のため、2011 年 11 月に宮城県、仙台市、石巻市、岩手県、盛岡市、郡山市、いわき市
の各自治体を訪問した。

８．事業者理解活動
2009 年 6 月にはスクラップインセンティブ付き「エコカー補助金制度」が開始されたことに伴い、問合せ件数

が増加した。マニフェスト発行取消依頼も急増し、その後制度が終了する 2010 年 9 月まで漸増傾向となった。
2009 年 12 月から自動車リサイクルシステムへの登録更新を関連事業者が自ら行うシステムに改修し、コンタク

トセンターから未更新事業者に対して、早期の更新手続きと新機能周知を兼ねた個別案内を実施した。
2010 年 12 月にはコンタクトセンター委託先の契約満了（2011 年 9 月末）に先立ち、次期委託先を選定する入札

を行い、2011 年 3 月に委託先事業者を決定した。同年 5 月からコンタクトセンターの移行準備に入り、同年 10 月
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から新コンタクトセンターにおける業務を開始した。移行当初は多少の混乱があったものの現在は安定稼動してい
る。

2011 年度は、3 月 11 日に発生した東日本大震災に関連した問合せが増加した。特に除染や遅延報告に関する問
合せが多く寄せられた。

2013 年には従来の各処理工程のマニュアル類の全面見直しを実施し、冊子から電子版に改訂。提供方法も従来
の冊子配付からホームページへの掲載に変更することで、利便性の向上に努めた。

９．情報管理料金の再改定
2010 年から 2011 年においてデータセンターやコンタクトセンターの入札が行われ、情報管理料金を原資とする

支出の大部分を占める両センター運用のランニングコストが大幅に減少する見通しとなった。このため、収支均衡
を目指す観点から今後発生すると見込まれる費用に見合った情報管理料金として 130 円（従来 230 円）を算出し、
2011 年 11 月に経済産業大臣、環境大臣から認可を得て 2012 年 4 月に改定した。
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